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Wall，Cell が混在していた．（首藤洋志 著 324頁 図 6 より掲載）
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公益社団法人日本金属学会への入会のおすすめ

公益社団法人日本金属学会は，本多光太郎先生のご提唱により1937年 2 月14日に創設され，金属及びその関連材

料分野の学術および科学技術の振興を目的として，学術誌や学術図書の刊行，講演会や講習会の開催，調査・研究，

表彰・奨励の事業を行っています．社会基盤材料をはじめエネルギー材料，エコマテリアル，電子・情報材料，生

体・福祉材料，材料と社会等の分野でご活躍の研究者，技術者，学生の皆様，当該分野に関心のある方の入会をお待

ちしております．

会報「まてりあ」は，会員のみに提供されます．さらに，会員には，講演大会への会員参加費での参加及び登壇費

の免除，刊行物の会員価格での購入，本会主催のセミナー・シンポジウム・講演発表会等への会員割引価格の参加等

の特典があります．

最新の研究や技術の動向をいち早く得ることができます

会報「まてりあ」が毎月無料で配付されます(電子ジャーナルも閲覧できます)．まてりあでは，専門外の方のた

めの入門講座や講義ノート，解説記事で分野の基礎を学ぶことができます．

和文論文誌「日本金属学会誌」を会員価格で購読できます(電子ジャーナルの閲覧は無料です)．

英文論文誌「Materials Transactions」を会員価格で購読できます(刊行半年後からの電子ジャーナル閲覧は無料

です．

最新の研究成果が発表される年 2 回の講演大会に会員参加費で参加できます．

最新の研究や技術に関するシンポジウムに参加できます．

最先端の研究を討議する研究会が開催する研究集会に参加できます(新たな研究会を設立することも可能です）．

多様な研究者や技術者と交流ができます

様々な場で大学や企業の研究者や技術者と学術・技術の交流ネットワークを作ることができます．

各分野の専門家集団で構成される分科の活動に参加することができます．

最新の研究成果を発表する，春と秋の年 2 回開催される講演大会へ会員参加費で参加できます(参加費には講演

概要が含まれています)．

講演大会概要を会員価格で購入できます．

全国に 8 つの支部があり，身近な研究者や技術者と交流できます．

研究成果を発表，討議して，研究を深めることができます

講演大会で研究成果を発表して，分野の専門家と討議できます(非会員が講演するには大会参加費および登壇料

が必要になります)．

研究成果を論文として日本金属学会誌や Materials Transactions 誌に発表できます．投稿された論文は分野の権

威による査読を受けることができます．

Materials Transactions の投稿料の割引が受けられます(日本金属学会誌の投稿は無料です)．

技術者・学生の能力開発や進路選択への支援が受けられます

教科書，データブック，セミナーテキスト等の学術図書類を会員価格で購入できます．

本会主催または本会協賛のセミナーや講習会，見学会等に会員価格で参加できます．

学生員は本会主催の企業説明会(春期講演大会に併せて開催予定)に参加できます．

表彰を受けられます

表彰・奨励制度があります．

本会外の表彰へ推薦することができます(各種の学術賞や奨励，助成等の候補の推薦団体に指定されています）．

［入会するには(入会手続き)］
本会ホームページの入会ページ(下記 URL)から入会申し込み下さい．

https://www.jim.or.jp/member/mypage/application.php
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会 長 就 任 の ご 挨 拶

公益社団法人 日本金属学会 第69代会長  梨 弘 毅

このたび皆様方のご推挙により，乾晴行博士の後を引き継ぎ，日本

金属学会の会長に就任いたしました．本会の長い歴史と輝かしい実績

を考えますと，責任の重大さに身が引き締まる思いです．本会副会長

の森田一樹博士，三浦誠司博士，御手洗容子博士をはじめとして，理

事，代議員，委員，支部および会員の皆様，ならびに山村英明事務局

長および事務局の皆様のお力をお借りし，金属および関連材料分野の

発展のために微力ながら全力を尽くす所存です．皆様方のご支援とご

鞭撻を賜りますよう，よろしくお願い申し上げます．

日本金属学会は，「金属に関する理論ならびに工業の進歩発達をは

かること」を目的として，1937年に「金属の密林の大いなる開拓者」

本多光太郎先生のご提唱により創設されました．以来，金属材料を中心として，セラミックス材料

や高分子材料，複合材料などの周辺材料も含む材料全般に関する研究成果を国内外に向けて発信し

てきています．特に近年では，物性や組織，プロセッシングなどの材料の基礎や基盤技術を重視し

つつも，一方で急速なグローバリゼーションと社会ニーズの多様化に対応して，社会基盤(インフ

ラ)，環境・エネルギー，情報・通信，生体・医療・福祉など，応用を見据えた先端材料の創製や

機能探求にもスコープを広げ，基礎から応用まで多岐に渡る材料科学・工学の研究発信の場として

貢献しています．日本金属学会は金属を中心とする材料研究全体の我が国におけるハブとしての役

割を担っており，その使命を確実に果たすことによって，国内外における本会のプレゼンスをさら

に高めていきたいと存じます．

ここ数年の間で，歴代会長のリーダーシップによって，さまざまな改革が行われてきました．公

益法人移行後の新たな維持員制度の設置(2016年度 白井泰治会長)，本会のあるべき姿を示した学

会ビジョンの設定(2017年度 中島英治会長)，時代の変化に即した講演大会のセッション大改編

(2018年度 杉本諭会長)，そして管理運営の根本である代議員・役員の選出方法の見直しと本会の

権威を高め若手のさらなる奨励を目指した各種表彰制度の見直し(2019年度 乾晴行会長)などで

す．このような努力の賜物として，公益法人化以降減少し続けていた収益はほぼ一定となり，会員

数はいまだに減少し続けている状況ではあるものの，減少の勾配はかなり緩やかになって，下げ止

まる傾向を示しています．また，講演大会の講演数の減少にも歯止めがかかり，参加者数はむしろ

増加しています．しかし，私が最も深刻であると考えているのは，会員の年齢構成です．公益法人

化前には，正会員数のピークは30歳代後半にありましたが，現在では50歳代に移っています．こ

のまま座視していると，本会は老齢化した学会として地盤沈下を免れないでしょう．これまでの改

革の努力をけっして無駄にせず，本会をさらに回復・発展させていくためには，不断の努力によっ

て活気ある学会活動を継続的に推進し，社会，特に若い人たちに対して材料科学・工学の魅力と重

要性を伝え，本会の活動をアピールしていくことが肝要です．

以下に，本会の活動に対する私の考え方を，もう少し詳しく述べさせていただきます．



 　　　　　　ご 挨 拶

○日本の材料科学・工学を代表する学会として

本会は材料研究全体の我が国におけるハブとしての役割を担っており，まさにそれだけの活動を

推進していると思います．しかし，それが必ずしも国内外で十分に認知されているとは言えませ

ん．その原因の一つとして，広報活動が不十分であることが挙げられます．広報担当の理事や専門

の職員を配置し，広報活動を強化することが大切です．ホームページの充実や魅力あるパンフレッ

トの作成はもとより，SNS の活用によって若い人たちに対してアピールしていくことも有効でし

ょう．

国内外の学会との連携も重要です．材料は，現代の科学・技術のおよそすべてに関わっているの

で，さまざまな分野の多くの学会との連携が可能です．種々のイベントや事業を共同で進めるなど

の連携を通して，本会が材料分野で日本を代表する学会であることを他学会の方々にも知っていた

だくことができます．

関連して，国際化もさらに推進していかなければいけません．最近，本会主催の国際会議があま

り開催されていないことが気になっています．2～3 年に 1 回は定期的に本会主催の国際会議を開

くべきだと考えます．

○材料研究全体をカバーする学会として

本会の会員には構造材料の研究者が多いですが，これは本会の経緯として当然のことでしょう．

しかし一方で，エネルギー関連材料やエレクトロニクス用材料などの研究者をどれだけ取り込んで

いけるかが，本会の発展の帰趨を左右すると思います．私自身，磁性材料・スピントロニクスの研

究者であり，日本磁気学会や応用物理学会にも参加していますが，本会には本会の良さがありま

す．以前，私と同じ分野の友人が，金属学会に行くと材料に関する深い話が聞けると言ってくれた

ことがあります．安易に出口指向に走るのではなく，材料・プロセスの基礎をしっかりと学べる場

としての本会の存在意義を忘れてはいけません．

○学問と産業を結ぶ学会として

「産業は学問の道場なり」とは，本会の創設者である本多光太郎先生の言葉です．本会は，学問

を究める場であるとともに，その学問を産業に橋渡しする役割も担っています．必ずしも学術の流

行ばかりに囚われず，真に産業界に役立つ情報を交換する場としての本会の役割も重要です．関連

して，本会の英文誌 Materials Transactions のインパクトファクター向上が大きな課題となって

おり，このことはきわめて重要なことであると認識していますが，一方で和文誌による情報発信も

会員のメリットとして継続していくべきと考えています．

○人材を育成する学会として

本会のもう一つの役割として，材料研究者・技術者の人材育成があることは言うまでもありませ

ん．このことは，会員のいびつな年齢構成を是正する意味でも重要です．これまで同様，高等学校

以下の学校教育に対する取り組みや青少年向けのイベントの開催なども継続していきます．併せ

て，ダイバーシティの促進も重要課題ですが，そもそも材料科学・工学を志す女子学生が少ないこ

とが大きな問題であり，特に女子を対象とした人材育成を強化したいと考えています．

以上のように，これまでの改革を基盤として，本会の活動をさらに活発化し，本会が我が国の材

料科学・工学を代表する学会としてのプレゼンスを存分に発揮できるよう努力する所存です．会員

の皆様方のより一層のご理解とご支援をよろしくお願い申し上げます．

2020年 4 月24日
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紹介(2020) ～ 本年度の本会役員をご紹介します ～

公益社団法人日本金属学会 2020年度役員(会長，副会長，理事，監事)(50音順)

(2020年 4 月24日)

会 長

梨 弘毅
東北大学教授

副会長 副会長 副会長

三浦 誠司
北海道大学教授

御手洗容子
東京大学教授

森田 一樹
東京大学教授

理 事

阿部 英司
東京大学教授

乾 晴行
京都大学教授

岸本 康夫
JFE スチール株

研究技監

小林 千悟
愛媛大学教授

小山 敏幸
名古屋大学教授

柴田 直哉
東京大学教授

清水 哲也
大同特殊鋼株部長

須齋 京太
古河電気工業株

所長(理事)

橋 英徳
北海道立総合研究機構

部長

武田 雅敏
長岡技術科学大学教授

竹元 嘉利
岡山大学准教授

田中 將己
九州大学教授

辻 伸泰
京都大学教授

日原 岳彦
名古屋工業大学教授

船川 義正
JFE スチール株

主任部員(理事)

古原 忠
東北大学教授・所長

松田 健二
富山大学教授

村上 恭和
九州大学教授

吉見 享祐
東北大学教授

専務理事

山村 英明
日本金属学会事務局長

監 事

今野 豊彦
東北大学教授

錦織 貞郎
株IHI 技師長



 　　　　　　紹 介

公益社団法人日本金属学会 年度代表理事，理事，代議員 (50音順，敬称略)

会長(代表理事)

 梨 弘 毅 東北大学金属材料研究所 教授

副会長

三 浦 誠 司 北海道大学大学院工学研究院 教授

御手洗　容　子 東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授

森 田 一 樹 東京大学大学院工学系研究科 教授

理 事 (23名)

(新任)

阿 部 英 司 東京大学大学院工学系研究科 教授

岸 本 康 夫 JFE スチール株スチール研究所 研究技監

柴 田 直 哉 東京大学大学院工学系研究科 教授

 橋 英 徳 北海道立総合研究機構 部長

武 田 雅 敏 長岡技術科学大学 教授

竹 元 嘉 利 岡山大学大学院自然科学研究科 准教授

辻 　 伸 泰 京都大学大学院工学研究科 教授

日 原 岳 彦 名古屋工業大学大学院工学研究科 教授

古 原 　 忠 東北大学金属材料研究所 教授・所長

村 上 恭 和 九州大学大学院工学研究院 教授

吉 見 享 祐 東北大学大学院工学研究科 教授

専務理事

山 村 英 明 日本金属学会 事務局長

(留任)

乾 　 晴 行 京都大学大学院工学研究科 教授

小 林 千 悟 愛媛大学大学院理工学研究科 教授

小 山 敏 幸 名古屋大学大学院工学研究科 教授

清 水 哲 也 大同特殊鋼株経営企画部 部長

須 齋 京 太 古河電気工業株研究開発本部 所長(理事)

 梨 弘 毅 東北大学金属材料研究所 教授

田 中 將 己 九州大学大学院工学研究院 教授

船 川 義 正 JFE スチール株薄板セクター部 主任部員(理事)

松 田 健 二 富山大学学術研究部 教授

三 浦 誠 司 北海道大学大学院工学研究院 教授

御手洗　容　子 東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授

森 田 一 樹 東京大学大学院工学系研究科 教授

新任理事の任期2020年定時社員総会当日(4 月24日)から2021年 4 月予定の定時社員総会の終結のときまで

留任理事の任期2019年定時社員総会当日(4 月23日)から2021年 4 月予定の定時社員総会の終結のときまで

監 事 (2 名)

(新任)

今 野 豊 彦 東北大学金属材料研究所 教授

錦 織 貞 郎 株IHI 技術開発本部 技師長

新任監事の任期2020年定時社員総会当日(4 月24日)から2021年 4 月予定の定時社員総会の終結のときまで

代 議 員 (94名)

新任(49名) 留任代議員(45名)

北海道地区 (新任)

 橋 英 徳 北海道立総合研究機構 部長

(留任)

上 田 幹 人 北海道大学大学院工学研究院 教授

三 浦 誠 司 北海道大学大学院工学研究院 教授

東北地区 (新任)

大 谷 博 司 東北大学多元物質科学研究所 教授

今 野 一 弥 仙台高等専門学校総合工学科 教授

柴 田 浩 幸 東北大学多元物質科学研究所 教授

成 島 尚 之 東北大学大学院工学研究科 教授

古 原 　 忠 東北大学金属材料研究所 教授・所長

武 藤 　 泉 東北大学大学院工学研究科 教授

吉 見 享 祐 東北大学大学院工学研究科 教授

(留任)

 梨 弘 毅 東北大学金属材料研究所 教授

田 中 俊一郎 東北大学マイクロシステム融合研究開発センター 教授

関東地区 (新任)

阿 部 英 司 東京大学大学院工学系研究科 教授

岩 本 知 広 茨城大学工学部マテリアル工学科 教授

梅 澤 　 修 横浜国立大学大学院工学研究院 教授

大 村 孝 仁 物質・材料研究機構構造材料研究拠点 副拠点長

尾 中 　 晋 東京工業大学物質理工学院 教授

筧 　 幸 次 首都大学東京システムデザイン学部 教授

(留任)

枝 川 圭 一 東京大学生産技術研究所 教授

川 岸 京 子 物質・材料研究機構構造材料研究拠点 グループリーダー

葛 巻 　 徹 東海大学工学部 教授

児 島 明 彦 日本製鉄株技術開発本部 執行役員技術開発企画部長

小 林 能 直 東京工業大学科学技術創成研究院 教授

齋 藤 哲 治 千葉工業大学工学部 教授
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加 藤 　 徹 金属系材料研究開発センター 部長

弓　野　健太郎 芝浦工業大学工学部 教授

桑 原 孝 介 株日立製作所研究開発グループ 主任研究員

柴 田 直 哉 東京大学大学院工学系研究科 教授

染 川 英 俊 物質・材料研究機構構造材料研究拠点 グループリーダー

田 村 隆 治 東京理科大学基礎工学部 教授

長 滝 康 伸 JFE スチール株スチール研究所 副所長

秦 　 昌 平 日立金属株機能部材事業本部 主管研究員

久 森 紀 之 上智大学理工学部 教授

平 田 　 茂 日本冶金工業株技術研究所 所長

松 野 泰 也 千葉大学大学院融合理工学府 教授

三 木 祐 司 JFE スチール株スチール研究所 主席研究員(理事)

下 条 雅 幸 芝浦工業大学工学部 教授

高 井 健 一 上智大学理工学部 教授

 橋 　 聰 株 IHI 航空・宇宙・防衛事業領域技術開発センター 部長

寺 嶋 和 夫 東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授

中 尾 　 航 横浜国立大学大学院工学研究院 教授

藤 居 俊 之 東京工業大学物質理工学院 教授

藤 田 敏 之 東芝エネルギーシステムズ株エネルギーシステム技術開発センター 主査

船 川 義 正 JFE スチール株薄板セクター部 主任部員(理事)

御手洗　容　子 東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授

森 田 一 樹 東京大学大学院工学系研究科 教授

山 本 知 之 早稲田大学理工学術院 教授

東海地区 (新任)

宇佐美　初　彦 名城大学理工学部 教授

勝 村 龍 郎 JFE スチール株スチール研究所 主任研究員(グループリーダー)

川 上 博 士 三重大学工学部 准教授

日 原 岳 彦 名古屋工業大学大学院工学研究科 教授

(留任)

植 田 茂 紀 大同特殊鋼株技術開発研究所 副所長

岡 本 　 力 日本製鉄株技術研究部 部長

小 山 敏 幸 名古屋大学大学院工学研究科 教授

斎 藤 尚 文 産業技術総合研究所中部センター 上級主任研究員

西 川 友 章 愛知製鋼株技術統括部 部長

前 田 千芳利 トヨタ自動車株第一材料技術部 プロフェッショナルパートナー

三 浦 博 己 豊橋技術科学大学大学院工学研究科 教授

北陸信越地区 (新任)

尾 和 智 信 長野県工科短期大学校生産技術科 教授

武 田 雅 敏 長岡技術科学大学 教授

(留任)

岸 　 陽 一 金沢工業大学高信頼理工学研究センター 教授

福 元 謙 一 福井大学附属国際原子力工学研究所 教授

松 田 健 二 富山大学学術研究部 教授

関西地区 (新任)

淺 野 和 典 近畿大学理工学部 教授

荒 木 秀 樹 大阪大学大学院工学研究科 教授

大 谷 浩 昭 山陽特殊製鋼株粉末事業部 粉末事業部長

川 o 健 史 株島津製作所 ビジネスユニット長(部長)

新　保　洋一郎 福田金属箔粉工業株研究開発部 グループマネージャー

辻 　 伸 泰 京都大学大学院工学研究科 教授

平 藤 哲 司 京都大学大学院エネルギー科学研究科 教授

藤 本 愼 司 大阪大学大学院工学研究科 教授

松 尾 直 人 兵庫県立大学大学院工学研究科 特任教授

山 o 　 強 日本製鉄株技術開発本部 部長

(留任)

乾 　 晴 行 京都大学大学院工学研究科 教授

岡 崎 喜 臣 株神戸製鋼所技術開発本部 所長

金 野 泰 幸 大阪府立大学大学院工学研究科 教授

河 野 佳 織 日本製鉄株技術開発本部 フェロー

竹 中 俊 英 関西大学化学生命工学部 教授

田 中 敏 宏 大阪大学大学院工学研究科 教授

山 末 英 嗣 立命館大学理工学部 教授

中国四国地区 (新任)

竹 元 嘉 利 岡山大学大学院自然科学研究科 准教授

田 代 博 文 東洋鋼鈑株技術研究所 主事

深 堀 　 貢 マツダ株技術研究所 主幹研究員

(留任)

小 林 千 悟 愛媛大学大学院理工学研究科 教授

田 中 康 弘 香川大学創造工学部 教授

森 戸 茂 一 島根大学次世代たたら協創センター 教授

九州地区 (新任)

石 丸 　 学 九州工業大学大学院工学研究院 教授

金 子 賢 治 九州大学大学院工学研究院 教授

村 上 恭 和 九州大学大学院工学研究院 教授

(留任)

田 中 將 己 九州大学大学院工学研究院 教授

連 川 貞 弘 熊本大学大学院先端科学研究部 教授

本部枠代議員 (新任)

岸 本 康 夫 JFE スチール株スチール研究所 研究技監

(留任)

清 水 哲 也 大同特殊鋼株経営企画部 部長

須 齋 京 太 古河電気工業株研究開発本部 所長(理事)

新任代議員の任期2020年定時社員総会当日(4 月24日)から2021年 4 月予定の定時社員総会の終結のときまで

留任代議員の任期2019年定時社員総会当日(4 月23日)から2021年 4 月予定の定時社員総会の終結のときまで





理事に係る任意の合議機関の委員長，副委員長(年度)

委 員 長 副委員長 事 業 概 要

. 刊行事業に係る委員会

 会報編集委員会 大 塚 　 誠 竹 田 　 修 会報の刊行に関する業務全般

 会誌編集委員会 佐 藤 英 一 会誌の刊行に関する業務全般

 欧文誌編集委員会 堀 田 善 治 欧文誌の刊行に関する業務全般

 学術図書類刊行委員会 田 中 將 己 ― 学術図書類の刊行に関する業務全般

. 講演会・講習会事業に係る委員会

 講演大会委員会 御手洗　容　子 吉 見 享 祐 講演大会の実施に関する業務全般

 講演大会企画委員会 御手洗　容　子 吉 見 享 祐 講演大会の企画に関する業務全般

 本多記念講演委員会 御手洗　容　子 吉 見 享 祐 本多記念講演に関する業務全般

 セミナー・シンポジウム委員会 小 山 敏 幸 大 村 孝 仁 セミナーおよびシンポジウムに関する業務全般

. 調査・研究事業に係る委員会

 企画委員会  梨 弘 毅 御手洗　容　子 本会の事業に関する重要な企画に関する業務全般

 セルフガバナンス委員会  梨 弘 毅 山 村 英 明 本会のセルフガバナンスに関する業務全般

 長期展望委員会  梨 弘 毅 ― 本会の事業に係る長期展望に関する業務全般

 調査・研究委員会 三 浦 誠 司 吉 見 享 祐 調査・研究事業に関する業務全般

 調査・研究推進委員会 三 浦 誠 司 吉 見 享 祐 調査・研究事業の企画に関する業務全般

 戦略推進委員会 三 浦 誠 司 藤 居 俊 之 本会の材料戦略活動に関する業務全般

 科研費委員会 三 浦 誠 司 ― 科研費補助金に関する業務全般

 人材育成委員会 小 林 千 悟 松 岡 由 貴 人材育成に関する業務全般

 男女共同参画委員会 松 岡 由 貴 ― 男女共同参画活動に関する業務全般

 国際学術交流委員会 森 田 一 樹 辻 　 伸 泰 国際学術交流および国際会議事業の企画に関する業務全
般

. 表彰・奨励事業に係る委員会

 名誉員検討委員会 森 田 一 樹 三 浦 誠 司 名誉員に関する業務全般

 学会賞委員会  梨 弘 毅 森 田 一 樹 学会賞に関する業務全般

 各種賞検討委員会 乾 　 晴 行 村 上 恭 和 各種賞に関する業務全般

 金属組織写真賞委員会 松 田 健 二 三 浦 誠 司 金属組織写真賞に関する業務全般

 フェロー選考委員会  梨 弘 毅 ― フェローに関する業務全般

他団体との任意の合議機関の委員長，副委員長

委 員 長 副委員長 事 業 概 要

. 刊行事業に係る委員会

 Materials Transactions 編集委員会 堀 田 善 治 Materials Transactions の共同刊行に関する業務全般

. 講演会・講習会に係る委員会

なし

. 調査・研究事業に係る委員会

 材料連合協議会  梨 弘 毅 材料系学協会と日本学術会議との連携活動に関する業務
全般

 材料戦略(企画)委員会 材料戦略委員会の企画に関する業務全般

 男女共同参画委員会 尾 崎 由紀子 松 岡 由 貴 日本鉄鋼協会との連携による男女共同参画活動に関する
業務全般

 　　　　　　紹 介



ま て り あ
Materia Japan

第59巻 第 6 号(2020)

年度支部長，支部事務所

. 北海道支部

　　　　　支 部 長 三浦誠司

(北海道大学大学院工学研究院 教授)

　　　　　副 支 部 長 橋本直幸

(北海道大学大学院工学研究院 教授)

支部事務所 〒0608628 札幌市北区北13条西 8 丁目

北海道大学大学院工学研究院

/ FAX% 0117066842

Email: jim_hokkaido＠eng.hokudai.ac.jp

能村貴宏

. 東北支部

　　　　　支 部 長 今野豊彦

(東北大学金属材料研究所 教授)

支部事務所 〒9808577 仙台市青葉区片平 211

東北大学金属材料研究所

 0222152124 FAX% 0222152126

Email: jimtohoku＠imr.tohoku.ac.jp

渡辺智絵

. 関東支部

　　　　　支 部 長 伊藤公久

(早稲田大学基幹理工学部 教授)

　　　　　副 支 部 長 森田一樹

(東京大学大学院工学系研究科 教授)

支部事務所 〒1138656 東京都文京区本郷 731

工学部 4 号館 334号室

東京大学大学院工学系研究科マテリアル工学専攻

 0358417107

Email: nakaya＠wood3staff.t.utokyo.ac.jp

中屋直美

. 東海支部

　　　　　支 部 長 西野洋一

(名古屋工業大学大学院工学研究科 教授)

支部事務所 〒4648603 名古屋市千種区不老町

名古屋大学工学研究科マテリアル工学系専攻内

日本金属学会東海支部事務局

 0527893372

Email: tokai＠numse.nagoyau.ac.jp

堀田依里

. 北陸信越支部

　　　　　支 部 長 榊 和彦

(信州大学工学部 教授)

　　　　　副 支 部 長 岸 陽一

(金沢工業大学 教授)

支部事務所 〒9308555 富山市五福3190

富山大学学術研究部

/ FAX% 0764456839

Email: matsuda＠eng.utoyama.ac.jp

松田健二(教授)

. 関西支部

　　　　　支 部 長 平藤哲司

(京都大学大学院エネルギー科学研究科 教授)

支部事務所 〒5500004 大阪市西区靭本町 184

(一財)大阪科学技術センターニューマテリアル

センター

 0664435326 FAX% 0664435310

Email: nkansai＠ostec.or.jp

八尾秀樹，森 知佐子

. 中国四国支部

　　　　　支 部 長 清水一郎

(岡山理科大学工学部 教授)

支部事務所 〒7008530 岡山市北区津島中 311

岡山大学工学部機械システム系学科

 0862518027 FAX% 0862518266

Email: takemoto＠mech.okayamau.ac.jp

竹元嘉利(准教授)

. 九州支部

　　　　　支 部 長 中島邦彦

(九州大学大学院工学研究院 教授)

　　　　　副 支 部 長 石丸 学

(九州工業大学大学院工学研究院 教授)

金子賢治

(九州大学大学院工学研究院 教授)

支部事務所 〒8190395 福岡市西区元岡744番地

九州大学大学院工学研究院

/ FAX% 0928022943/0928022944

Email: saito＠zaiko.kyushuu.ac.jp

齊藤敬二(准教授)







弘前大学大学院理工学研究科助教(〒0368561 弘前市文京町 3)

Mechanical Properties of Mg Alloys Composed of HCP or BCC Phase; Takahiro Mineta(Department of Mechanical Science and Engineer-
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図 1 種々の軽量金属材料の密度(1)(2)．
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HCP 型および BCC 型 Mg 合金の

機械特性

峯 田 才 寛

. は じ め に

Mg およびその合金は実用金属材料中で最も低密度であ

り，次世代を担う軽量材料として注目を集めている．比較の

ため，図に種々の実用軽金属材料における密度を示す(1)(2)．

Mg 合金は軽量性以外にも振動吸収性や生体親和性等の様々

な優れた性質を有しており，その期待される主な応用先とし

て自動車産業，航空宇宙産業，医用産業が挙げられる．

Mg 合金は結晶構造の観点から大きく 2 種類に分類するこ

とができる．1 つは六方最密充填(hexagonal closepacked:

HCP)構造を有する Mg 合金(aMg)である．純 Mg が HCP

構造を有しており，純 Mg およびそこから連続する Mg 固

溶体合金が aMg 合金に分類される．一般的に Mg 合金と

呼ばれるものの多くはこの aMg 合金である．近年注目を

集めている Mg1 at Zn2 at Y 合金に代表される長周期

積層規則(LongPeriod Stacking Ordered: LPSO)型 Mg 合

金における母相も aMg 合金となる(3)．特徴として aMg

合金は優れた強度を有する一方で室温加工性(延性，展性等)

が乏しく，それらの改善が aMg 合金の更なる需要拡大に

向けて必須となる．他方は体心立方(bodycentered cubic:

BCC)構造を有する Mg 合金(bMg)である．比較的高濃度

の MgLi 基合金および MgSc 基合金が bMg 合金に分類

される．状態図を考えると，これらの合金は Li ないし Sc

中に Mg が固溶している Mg 過剰な固溶体合金となる(4)(5)．

MgLi 基の bMg 合金は aMg 合金に比べて強度が低く，

軽量性と加工性に優れる傾向がある．そのため，aMg 合金

では困難である室温加工が可能な超軽量 Mg 合金として注

目を集めている．図に各種 Mg 合金の強度および引張伸

びの関係(6)(7)を，図に比降伏強度(降伏強度/密度)と圧延

加工性の関係を示す(8)(9)．すなわちどちらの Mg 合金もそ

の機械特性は一長一短であり，それらを改善することで新た

な高性能軽金属材料としての飛躍的な需要の増加が期待され

る．

本稿では，筆者がこれまでに行ってきた研究を交えながら

上記 2 種類の Mg 合金における機械特性改善の試みを紹介

する．特に aMg 合金では加工性改善，bMg 合金では強

度改善に焦点を当て，合金化や加工熱処理での組織制御によ

る機械特性改善について纏める．





図 2 種々の Mg 合金における降伏強度と引張伸びの
関係(6)(7)．

図 3 種々の Mg 合金における比降伏強度と冷間圧延
性の関係(8)(9)．

図 4 aMg 合金において報告されている代表的な塑性変形機構．

 　　　　　　最近 の 研 究

. HCP 型 Mg 合金(aMg 合金)

HCP 型 Mg 合金(aMg 合金)は比較的強度が高くかつ室

温加工性(延性・展性)が乏しいという特徴を有する．本節で

は種々の aMg 合金において試みられている加工性改善に

向けた研究を紹介する．

aMg 合金の乏しい室温加工性は，結晶構造に起因する変

形異方性が原因であると考えられている．HCP 構造を有す

る aMg 合金における塑性変形機構として{0001}〈12̃10〉底

面すべり，{101̃0}〈12̃10〉柱面すべり，{101̃1}〈12̃10〉一次錐

面すべり，{112̃2}〈1̃1̃23〉二次錐面すべりが知られている(図

)(10)．またその他の塑性変形機構として{101̃2}〈1̃011〉，

{101̃1}〈1̃012〉，{101̃3}〈3̃032〉，{112̃1}〈1̃1̃26〉等をせん断

面・せん断方向とする変形双晶の活動が報告されており，そ

れらは a Mg 合金の塑性変形を考えるうえで重要とな

る(10)(14)．これらの塑性変形機構のうち常温で容易に活動

するのは{0001}〈12̃10〉底面すべりであり，また{101̃2}

〈1̃011〉引張双晶(c 軸に平行な引張，または c 軸に垂直な圧

縮により活動する)も変形に寄与する．一方で，aMg 合金

において{101̃2}〈1̃011〉引張双晶を除く非底面塑性変形機構

の常温における活動性が著しく低いことが知られている．底

面すべりの活動のみでは von Mises の条件(15)を満たすこと

ができず，材料は任意の形状へ塑性変形することができな

い．ここでの von Mises の条件とは，材料が任意の形状へ

塑性変形するためには 5 種類の独立した塑性変形機構の活

動が必要であるというものである．{0001}〈12̃10〉底面すべ

りには(0001)[12̃10]，(0001)[112̃0]，および(0001)[21̃10]

の 3 種類があり，この中で独立した塑性変形機構は 2 種類

となる．aMg 合金における非底面塑性変形機構の常温にお

ける活動性の低さは各塑性変形機構の臨界分解せん断応力

(critical resolved shear stress: CRSS)の観点から理解するこ

とができる．図に純 Mg の常温における各塑性変形機構

の CRSS を示す(16)(22)．最も CRSS が小さいものが底面す

べりであり，約 0.5 MPa となる．一方で柱面すべりや錐面

すべりの CRSS は底面すべりのそれの100倍程度の値となる

ことが報告されている．

変形中にどの塑性変形機構が活動するかを議論するために

は CRSS のみならず Schmid factor もまた重要になる．単軸





図 5 純 Mg の室温における各塑性変形機構の
CRSS(16)(22)．

図 6 純 Mg における底面すべりおよび非底面すべり
CRSS の温度依存性(10)．

図 7 室温における各塑性変形機構 CRSS の Y 濃度依
存性(16)．
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負荷応力を s，CRSS を t，Schmid factor を S とした場合

それらの関係は以下の式で示される．

s＝t/S ( 1 )

式( 1 )より，t/S の値が小さな塑性変形機構ほど小さな単軸

負荷応力により活動する．言い換えるならば，CRSS が小さ

く Schmid factor が大きな塑性変形機構ほど活動性が高いと

考えることができる．ここで，ある応力軸において競合して

活動し得る 2 種類の塑性変形機構 A と塑性変形機構 B を考

える．塑性変形機構 A および B の CRSS をそれぞれ tA お

よび tB，Schmid factor をそれぞれ SA および SB とする．塑

性変形機構 B に先行して塑性変形機構 A が主たる塑性変形

機構として活動するためには，式( 1 )より

tA/SA＜tB/SB ( 2 ) もしくは

tA＜(SA/SB)tB ( 3 ) もしくは

tA/tB＜SA/SB ( 4 )

を満たす必要がある．つまり，各塑性変形機構の相対的な活

動性を議論する際にはそれらの CRSS 比および Schmid fac-

tor 比を考える必要がある．前述のとおり，底面すべりと非

底面すべりの CRSS 比(tnonbasal/tbasal)はおおよそ100程度と

なる．したがって式( 4 )より，底面すべりに先行して非底

面すべりが活動することができるのは，底面すべりと非底面

すべりの Schmid factor 比(Snonbasal/Sbasal)が100を超える応

力軸のみとなる．そのため非底面すべりが活動可能な応力軸

は非常に限られており，その相対的な活動性は低いと言え

る．ゆえに aMg 合金多結晶では von Mises の条件を満た

すことが困難となり，これが aMg 合金多結晶における乏

しい室温加工性の一因であると考えられる．

一方で aMg 合金は変形温度を高くすることで加工性が

向上することが知られている(23)．このこともまた，各塑性

変形機構の相対的な活動性という観点から理解することがで

きる．図に純 Mg における各塑性変形機構の CRSS の温

度依存性を示す(10)．この図における各 CRSS は単結晶試験

片を用いて実験的に求められたものである．tbasal の温度依

存性に比べ tnonbasal の温度依存性が大きく，変形温度の上昇

に伴いt(nonbasal は大きく減少する．結果として，変形温度の

上昇に伴い tnonbasal/tbasal が 1 に近づくことがわかる．式

( 4 )より，tnonbasal/tbasal が 1 に近づくほど非底面塑性変形

機構の相対的な活動性が上昇することとなり，高温では様々

な塑性変形機構の活動が容易となる．したがって，高温では

von Mises の条件を満たしやすくなり，このことが aMg

合金多結晶における変形温度を上昇させることによる加工性

向上の要因であると考えることができる．

近年，比較的室温延性に優れた aMg 合金として MgY

二元系合金が注目されている(24)．MgY 合金における延性

改善効果もまた，各塑性変形機構の CRSS の観点から理解

することができる．図に単結晶を用いて実験的に定量化さ

れた各塑性変形機構 CRSS の Y 濃度依存性を示す(16)．

CRSS の Y 濃度依存性は塑性変形機構ごとに明瞭に異な





図 8 室温における CRSS 比(tnonbasal/tbasal)の Y 濃度
依存性．

図 9 (a) 純 Mg，(b) Mg1.3 at Y および(c) Mg2.3 at Y 単結晶における顕微 Brinell インデンテーションか
ら得られた変形過程の in situ 観察像(26)．
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る．特に MgY 合金における柱面すべり CRSS は純 Mg の

それに比べて小さく，Y 添加による固溶軟化の傾向が報告

されている．この Y 添加による柱面すべり CRSS の低下は

密度汎関数理論(density functional theory: DFT)の観点から

も示唆されている(25)．上述の通り，tnonbasal/tbasal が 1 に近

づくほど複数の塑性変形機構の活動が容易となり von Mises

の条件が満たしやすくなると言える．図に tnonbasal/tbasal

の Y 濃度依存性を示す．純 Mg に比べて MgY 合金では

tnonbasal/tbasal が 1 に近いことがわかる．そのため純 Mg に

比べて MgY 合金では非底面塑性変形機構の相対的な活動

性が高くなり，結果として MgY 合金では von Mises の条

件を満たしやすくなると考えられる．このことが MgY 合

金における室温延性改善の要因であると言える．

Y 添加による非底面塑性変形機構の相対的な活動性の向

上を示す研究例をいくつか紹介する．Mineta らは純 Mg お

よび MgY 合金単結晶を用いた in situ Brinell インデンテー

ション(顕微 Brinell インデンテーション)を行い，Y 添加に

よる圧痕形状異方性の低減を報告している(26)．図に純

Mg および MgY 合金単結晶の(12̃10 )に圧入した顕微

Brinell インデンテーション結果を示す．球状圧子を用いた

にも関わらず圧痕形状は円形とならず，楕円形の圧痕形成過

程が in situ 観察された．楕円形圧痕の長径方向は[0001]，

短径方向は[101̃0]と平行であった．これは，HCP 構造に起

因する変形異方性を反映したものであると考えることができ

る．圧痕形状を楕円形と考えることで長径 dL と短径 dS を定

義し，変形過程の in situ 観察から計測した各試料における

dL および dS の押し込み荷重依存性を図に示す．Y 添加に

より dL および dS はともに減少していることがわかる．圧痕

径の減少は硬さの増加を意味するため，これは Y 添加によ

る硬化を表している．また圧痕形状異方性を定量的に評価す

るため，図に dL/dS の押し込み荷重依存性を示す．dL/dS

が 1 に近いことは圧痕形状が円形に近く圧痕形状異方性が

小さいことを意味する．図11に示す通り，押し込み荷重に

関わらず Y 添加により dL/dS は 1 に近づいた．これは Y 添





図10 各 Mg 単結晶を用いた顕微 Brinell インデンテー
ションにより計測された長径 dL および短径 dS の
荷重依存性(26)．

図11 各 Mg 単結晶を用いた顕微 Brinell インデンテー
ションにより計測された dL/dS の荷重依存性(26)．

図12 NixGao モデルに基づく(12̃10)に圧入した Brinell インデンテーションの変形模式図(26)．
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加による圧痕形状異方性の減少を意味する．またその際の圧

痕形状と NixGao モデル(27)に基づく活動する塑性変形機構

の関係を図に示す．NixGao モデルより，[0001]への圧

痕拡張には(0001)[12̃10]せん断ひずみ，[101̃0]への圧痕拡

張には(101̃0)[12̃10]せん断ひずみの導入が必要となる．

(0001)[12̃10]せん断ひずみおよび(101̃0)[12̃10]せん断ひず

みはそれぞれ底面すべりおよび柱面すべりの活動により導入

されるせん断面・せん断方向と一致するため，それら塑性変

形機構の活動が圧痕拡張に主として寄与すると考えられる．

また{101̃2}双晶および二次錐面すべりの活動により導入さ

れるせん断ひずみ成分を考えると，それらの活動は[0001]

および[101̃0]の両方への圧痕拡張に寄与する．図 9 に示す

通り，Y 添加の有無に関わらず(0001)と平行なすべり線の

導入が観察された．これは底面すべりの活動が[0001]への

圧痕拡張に寄与していることを意味している．一方で，純

Mg 単結晶に比べて MgY 合金単結晶では{101̃2}双晶の活

動量が明瞭に少ないことがわかる．純 Mg では非底面すべ

り変形機構の CRSS が{101̃2}双晶のそれに比べ著しく高い

ため，[101̃0]への圧痕拡張は主として{101̃2}双晶の活動に

帰される．これに対して先に示した通り Y 添加により非底

面塑性変形機構の相対的な活動性が高まるため，{101̃2}双

晶のみならず非底面すべりの活動が[101̃0]への圧痕拡張に

寄与していると考えられる．以上より，Y 添加により底面

すべりと非底面塑性変形機構の相対的な活動性が近づいたこ

とが圧痕形状異方性の低減の要因であると推測される．また

この圧痕形状異方性は Mg 単結晶のみならず Mg 多結晶に

おいても観察されている(28)．Watanabe らは Y または Al を

添加した Mg 合金単結晶に Brinell インデンテーションを行

いその圧痕形状異方性と各塑性変形機構の CRSS との関係

を考察している(29)．Sandl äobes らは室温引張試験後の Mg

Y 合金の透過電子顕微鏡(Transmission Electron Micro-

scopy: TEM)観察を行い，結晶粒界近傍のみならず結晶粒

内においても非底面塑性変形機構の活動を確認してい

る(30)．これらの実験結果は上述した Y 添加による tnonbasal/

tbasal が 1 に近づくという結果を裏付けるものである．

aMg 合金の加工性は各塑性変形機構の相対的な活動性に

影響を受けるため，CRSS の制御のみならず結晶方位の制御

からも加工性を向上させることが可能であると考えられる．

前述の通り aMg 合金において主として活動する塑性変形

機構は底面すべりである．そのため圧延材では圧延垂直方向

(Normal Direction: ND)と平行に[0001]が配向した強い集

合組織を容易に形成し(図)，ランダムな結晶方位を有する

aMg 合金に比べて aMg 圧延材では変形異方性が大きく

なる．したがって集合組織化を抑制することで aMg 圧延

材の室温加工性が向上すると期待される．集合組織制御によ

る室温加工性向上に関する研究として，Huang らは比較的

高温での熱間圧延と焼きなましを組み合わせることで AZ61

合金(Mg6 mass Al1 mass Zn)や AM60 合金(Mg6

mass Al＋ 微量な Mn)の集合組織を制御し，高いエリクセ

ン値(加工性を評価する指標の一つ)を達成している(31)．ま

た Chino らは MgZn 合金に微量の希土類元素やアルカリ土





図13 aMg 合金における変形集合組織形成過程の模式
図．(ND法線方向，RD圧延方向，TD圧
延直角方向)

図14 Mgx mass Li1 mass Al 合金における降伏
強度および比降伏強度の Li 濃度依存性(34)．
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類金属元素を添加することにより集合組織化を抑制し，室温

加工性の改善に成功している(32)．以上より，aMg 合金の

室温加工性改善には CRSS や結晶方位を適切に制御し複数

の塑性変形機構の活動を可能とすることが重要であると言え

る．

. BCC 型 Mg 合金(bMg 合金)

本節では MgLi 基の BCC 型 Mg 合金(bMg 合金)を主と

して取り扱う．MgLi 基の bMg 合金は Li を多く含有して

いるため，aMg 合金に比べて密度が非常に小さいという特

徴を有する(Li の密度0.53 Mg/m3，Mg の密度1.74

Mg/m3(1))．また bMg 合金は結晶構造が HCP 構造に比べ

て対称性の良い BCC 構造であるため，一般的に aMg 合金

よりも優れた加工性を示す．その一方で bMg 合金の多く

は強度・耐食性が劣るという特徴を有している．特に Mg

Li 二元系の bMg 合金では Li 濃度の増加に伴い軽量性が向

上するとともに強度が減少する．例えば Li 濃度を上昇させ

ることにより Vickers 硬度が 10 HV 程度かつ水に浮く軟

質・超軽量合金も開発されている(33)．単純な組織制御によ

り材料のマクロな密度を大きく変化させることは困難である

ため，超軽量な bMg 合金の特性を改善することにより優

れた超軽量金属材料の開発に繋がると期待される．本節では，

MgLi 基の bMg 合金における強度改善に向けた試みを中

心に紹介する．

MgLi 合金は結晶構造の特徴から 3 種類に分類される．1

つは Li 濃度が約 5.5 mass以下のもので，結晶構造は HCP

構造，つまり a Mg 合金に分類される．2 つ目は約 11

mass以上の Li 濃度を持つもので，これは BCC 相からな

る bMg 合金となる．この bMgLi 合金は非常に優れた軽

量性と室温加工性を有している．3 つ目は Li 濃度が約 5.5

massから 11 massのもので，これは HCP 相と BCC 相

の 2 相から成る合金である．図に Matsuzawa らが報告し

た Mgx mass Li1 mass Al 合金(安定化処理材)におけ

る降伏強度(0.2耐力)を示す(34)．これらの合金では，高濃

度 Li 合金である bMg 合金の 0.2耐力は aMg 合金のそ

れより低く，また(a＋b)Mg 合金の 0.2耐力は他 2 種類

に比べて概ね高いことがわかる．ここで，軽量金属材料の機

械特性を議論する際には単純な強度のみならず比強度(密度

当たりの引張強度)や比降伏強度(密度当たりの降伏強度)が

重要となる．MgLi 合金は Li 濃度の増加に伴いその密度が

減少するため，それらの密度の関係はおおまかに aMg＞(a

＋b)Mg＞bMg となる．上記を踏まえ，各 MgLiAl 合金

における 0.2耐力の報告値をそれぞれの密度で除した値

(本稿ではこれを比降伏強度として扱う)を図14に併せて示

す．MgLi 合金における bMg 合金における比降伏強度の

値は aMg 合金のそれより高く，軽量金属材料としての機

械特性を考えると寧ろ bMg 合金の方が優れた強度を有し

ていると解釈することもできる．

bMg 合金の強度向上に向けた試みとして，◯熱処理によ

る組織制御および◯加工による組織制御が挙げられる．ここ

で，MgLiX 合金(X＝特定の金属元素)に対して比較的高

温での熱処理を施した後に急冷することで，BCC 相がスピ

ノーダル分解したと考えられる組織が形成することが知られ

ている(6)(8)(35)．Kato(36)が報告している通りスピノーダル分

解は強度の向上に寄与するため，これを用いた組織制御は

bMg 合金の高強度化に繋がると期待される．図に Mg

14 mass Li3 mass Al 合金(LA143)における Vickers 硬

度の熱処理温度依存性を示す(8)．Vickers 硬度は明瞭に熱処

理温度に依存し，またその強度は HallPetch 則では説明す

ることができない．このスピノーダルライクな組織は本合金

の他に Mg 10.95  Li 3.29  Al 0.19  Zr 0.59  Y

(mass)合金(6)および Mg11 Li3 Al(mass)合金(35)

においても確認されている．それらの組織観察結果として，

熱処理後に数 nm 程度の極微小な濃化相の存在が走査型透過

電子顕微鏡( STEM )(35) および 3 次元アトムプローブ

(3DAP)(6)を用いた分析から確認されている．これが Mg

LiX 合金における熱処理による高強度・高硬度化の要因で





図15 LA143 合金における Vickers 硬度の熱処理温度
依存性(8)．

図16 LA143 合金における Vickers 硬度および食塩水
中での腐食速度の負荷相当ひずみ依存性(39)．

図17 種々の Mg 合金における Vickers 硬度と密度の関
係．点線の傾きは巨大ひずみ加工を施した
LA143 合金の比硬度の 1 つを表す．(p)，(s)は
それぞれ析出強化型，固溶強化型合金を意味する．
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あると考えられる．また上記の熱処理による組織制御を行っ

た LA143 合金は圧延加工性にも優れていることが見出され

ている(8)．以上より，熱処理による組織制御は bMg 合金

の機械特性改善に有効であると言える．

bMg 合金の強度改善に向けた他方の試みとして，繰り返

し重ね接合圧延法(accumulative rollbonding: ARB)(37)や等

径角度付き押し出し法(equal channel angular pressing:

ECAP)(38)等に代表される巨大ひずみ加工(severe plastic

deformation: SPD)による組織制御が行われている．SPD は

材料に大変形を付与することで結晶粒径と転位密度を制御

し，結果として材料の強度を飛躍的に向上させることが可能

な手法である．図に SPD の 1 つである繰り返しチャネル

ダイ圧縮接合(accumulative channeldie compression bond-

ing: ACCB)を施した LA143 の Vickers 硬度を示す(39)．付

与した相当ひずみ eeq の増加に伴い Vickers 硬度が増加して

いることがわかる．ここでの eeq は平面ひずみ条件を仮定し

た以下の式で求められる．

eeq＝
2

3
ln

1

1－r
( 5 )

ここで r は全圧下率である．また図16に本合金における 3.5

mass NaCl 水溶液中での腐食速度の相当ひずみ依存性を併

せて示す．相当ひずみの増加に伴い腐食速度が減少，つまり

耐食性が向上していることがわかる．したがって，本合金に

おいて巨大ひずみ加工は bMg 合金の代表的な欠点である

強度と耐食性の同時改善に有効であると言える．上記の通

り，軽量材料では単位密度あたりの強度(硬度)特性が重要と

なる．ここで単位密度あたりの Vickers 硬度として比硬度を

定義する．図に種々の Mg 合金における Vickers 硬度と密

度の関係を示す．原点と各データ点を結んだ直線の傾きが比

硬度となるため，この傾きが大きいほど軽量材料として優れ

た比硬度特性を有していると言える．図17に破線で示す通

り，巨大ひずみ加工を施した LA143 は他の軽量金属材料と

比べても優れた比硬度特性を有していると言える．

近年では MgLi 基合金以外の bMg 合金として MgSc 基

合金に関する報告がある．傾向として，bMgSc 基合金は

bMgLi 基合金に比べて密度が大きく(～2 Mg/m3)，強度

が高く，加工性が悪い(図 3)傾向にある．MgSc 合金として

多く研究が為されているのは(a＋b)Mg 合金である．ここ

での a 相は Mg 固溶体相であり，b 相は Sc 固溶体相である．

(a＋b)MgSc 合金は各固溶体相の組成幅が MgLi 合金に

比べて大きい(5)ため，析出強化型の合金として機械特性の制

御が可能であるという特徴を有する．またその加工性は汎用

的な aMg 合金に比べ高く，優れた強度延性バランスを有

していると言える．加えて MgSc 合金における b 相は応力

誘起マルテンサイト変態をし，結果として形状記憶特性や超

弾性特性を示すことが報告されている(40)．以上より，Mg

Li 基合金のみならず bMg 合金の一種である MgSc 基合金

もまた新たな軽量高機能材料として注目されていると言える．



 　　　　　　最近 の 研 究

. お わ り に

本稿では HCP 型 aMg 合金および BCC 型 bMg 合金と

いう 2 種類の Mg 合金における機械特性改善に関する試み

を紹介した．多くの優れた性質を有している Mg 合金であ

るが，aMg 合金では室温加工性が，bMg 合金は強度が劣

るという欠点を有している．それらの欠点は多くの研究者た

ちが合金化，集合組織制御，加工熱処理といった材料学的知

見に基づく多種多様な組織制御を行うことにより解決されて

きている．それらの研究成果は新たな高性能軽量金属材料と

しての Mg 合金の発展に現在進行形で大きく寄与してお

り，これからの Mg 合金の展開に期待がされる．

本稿で紹介した研究は，北海道大学三浦誠司教授，池田賢

一准教授，弘前大学佐藤裕之教授，東北大学毛利哲夫教授と

の共同研究のもと遂行されました．
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図 1 日本の総橋梁数の推移予測．
(国土交通省のデータをもとに作成(6)．2020年以
降の橋梁数はデータが存在しないため，2010年
から2020年にかけての橋梁数の増加と同様の増
加をたどると仮定してグラフの作成を行った．）

図 2 日本の総人口の推移予測．
(総務省統計局のデータをもとに作成(7))
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コンクリート中鉄筋の腐食診断技術

土 井 康太郎

. は じ め に

高速道路や鉄道高架橋などの大型で高耐荷重が要求される

構造物には主に鉄筋コンクリートが使用される．我が国では

1950年代から1970年代までに高度経済成長期を迎え，特に

1964年の東京オリンピックに合わせて多数のコンクリート

構造物が建設された．それから50年以上経過した現在，コ

ンクリートの剥離や崩落などの事故がしばしば報告され，こ

れらの構造物の多くが，補修・更新を必要としている(1)(5)．

国土交通省の調査によると，2010年頃より建設後50年を

迎えるコンクリート構造物の全体に占める割合が急激に上昇

し，例えば橋梁数に着目にすると図に示すとおり，2018

年には橋梁全体の25が建設後50年を迎え，2023年には全

体の43が，2033年には全体の約67が老朽化した構造物

になると報告されている(6)．一方で我が国の総人口推移に着

目すると，図に示すとおり，2020年には 1 億 2 千万人を

超える人口がその後わずか50年の間に30減少し2065年に

は9000万人を割ると試算されている(7)．このことから，老

朽化のため早急に補修・更新を必要とするコンクリート構造

物の数は年々増加していくのに対し，維持管理を行う人の数

は減っていくことが予想される．このような現状にあって，

高精度で高効率，簡便なコンクリート劣化診断技術の開発と

実用化が強く望まれている．コンクリートの劣化診断を行

い，適切な補修・保全を行うことは，人々の安全な暮らしを

守るのみならず，インフラ構造物にかかるトータルコストを

削減することにも繋がる．本稿では，コンクリート劣化診断

技術のうち，コンクリートの劣化に最も重大な影響を及ぼす

鉄筋腐食に焦点を当て，実用化済みあるいは実用化目前のコ

ンクリート中鉄筋腐食診断技術について紹介する．

. コンクリート劣化の原因

 コンクリート中鉄筋のおかれる環境

コンクリートはセメントペーストと骨材により構成され





図 3 コンクリート内の環境および鉄筋腐食メカニズ
ムの概要．

図 4 鉄筋の腐食により劣化したコンクリート柱．コ
ンクリートが剥がれ腐食した鉄筋がむき出しに
なっている(2016年長崎県端島(通称，軍艦島)に
て撮影)．

 　　　　　　最近 の 研 究

る．セメントペーストはセメント粉と水を練り混ぜたもので

ある．また，骨材とは，コンクリートおよびモルタルを作る

際にセメントペーストに混ぜて使用される砂利や砂のことで

ある．骨材はその大きさにより細骨材と粗骨材に分類され，

セメントペーストに細骨材を混ぜたものをモルタルと，モル

タルに粗骨材を混ぜたものをコンクリートと呼ぶ．コンクリ

ート中では骨材全体でコンクリートの体積の約 7 割を占め

ており，コンクリート中に鉄筋を埋設することで鉄筋コンク

リートが完成する．コンクリートに埋設される鉄筋は，各国

の工業規格によりその規格が決められている．日本では日本

工業規格( JIS )により鉄筋コンクリート用異形棒鋼

(JISG3112)として定められており，強度のみの規定が存在

する(組成に関する規定はない)．強度の種類別に SD295A,

SD295B, SD345, SD390, SD490の 5 種類が存在し，各鋼種

記号の先頭の SD は Steel Deformed bar すなわち異径鉄筋で

あることを意味する．その後の数字はそれぞれ降伏強度ある

いは0.2耐力(MPa)を表しており，SD295A では 295 MPa

以上， SD295B では 295 390 MPa, SD345 では 345 440

MPa, SD390では 390510 MPa, SD490では 490625 MPa

の強度でなければならない．コンクリートは圧縮に強く鉄筋

は引張に強いため，両者を組み合わせることで頑強で大荷重

に耐えうる構造物を建設できる．

図にコンクリート，鉄筋とその周囲環境の模式図を示

す．コンクリート内部はセメントペーストに含まれる水酸化

カルシウム(Ca(OH)2)が飽和した pH12.5程度の高アルカリ

環境である．このような環境では，埋設された鉄筋表面には

保護性の高い酸化皮膜である不働態皮膜が生成するため，鉄

筋は良好な耐食性を維持できる．しかし，種々の腐食因子に

より不働態皮膜は破壊され鉄筋腐食が進行する．

コンクリート中鉄筋の腐食は不働態皮膜の破壊により生じ

る．不働態皮膜が破壊されると，新生面上で鉄の溶解(アノ

ード反応)が生じ，同時にアノード反応で生成した電子を消

費するため酸素還元(カソード反応)が生じる．溶解した鉄イ

オンは水や酸素，水酸化物イオンと結合し腐食生成物である

鉄さびが形成する．鉄さびの膨張によりコンクリートの内部

応力が高まりひび割れが発生し最終的には剥離・崩落に至る

(図)．すなわち，コンクリートの劣化は不働態皮膜の破壊

とその後の鉄筋腐食に起因すると言える．不働態皮膜を破壊

する要因として，塩化物イオン(Cl－)と二酸化炭素(CO2)が

挙げられ，Cl－ を要因とするコンクリートの劣化を塩害と，

CO2 を要因とするコンクリートの劣化を中性化と呼ぶ．そ

の他にもコンクリート劣化因子として凍害やアルカリシリカ

反応が挙げられるが，本稿では特に鉄筋腐食に影響を及ぼす

塩害と中性化について概説する．

 塩害

塩害による腐食は，コンクリート内部へ侵入した Cl－ が

鉄筋表面の不働態皮膜を破壊することにより生じる．Cl－ の

侵入の主たる原因として海水や雨水からの飛来塩分が挙げら

れるが，骨材への海砂の使用や，寒冷地で道路面の凍結を防

止するために散布する凍結防止剤も原因として挙げられる．

ただし，Cl－ が鉄筋表面に到達してすぐに不働態皮膜破壊が

生じるわけではない．不働態皮膜を破壊する Cl－ 濃度(腐食

発生限界塩化物イオン濃度)は一般的にはコンクリートの単

位体積当たりに占める重量で表され，1.2 kg/m3 が採用され

ることが多かった．しかし，近年，腐食発生限界塩化物イオ

ン濃度は水セメント比やセメント骨材比，セメント粉の種類

などに大きく影響を受けることが明らかになり，現在の示方

書ではセメントの種類ごとに水セメント比の関数として与え

られることが定められた．これによると，ほとんどの場合腐

食発生限界塩化物イオン濃度は 1.2～2.4 kg/m3 となること

が示されている(8)．海砂などの海産骨材を使用する場合，清

浄な水で十分な洗浄を行う必要がある．塩害防止のため，コ

ンクリートのかぶり(鉄筋からコンクリート表面までの距離)

を厚くしたり，コンクリートや鉄筋表面に塗装を施すなどの





図 5 コンクリート中鉄筋の自然電位測定の模式図．

表 1 ASTM の自然電位による腐食評価基準(11)．

飽和塩化銀電極(Ag/AgCl)を使用した場合

自然電位(E, mV) 腐食確率

－80 mV＜E 90以上の確率で腐食なし

－230 mV＜E＜－80 mV 不確定

E＜－230 mV 90以上の確率で腐食あり
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対策がとられており，例えば関西国際空港などではエポキシ

樹脂塗装鉄筋を使用する，本州四国連絡橋などではポリマー

含浸コンクリート(PIC, Polymer Impregnated Concrete)等

の埋設型枠を表層部に設置するなどの対策がとられてい

る(9)．しかし，これらの対策は新設の構造物に対してのみ可

能であるため，既存の構造物に対しては劣化の程度に応じて

表面処理や電気防食が行われている．前者は補修しても劣化

を防止できない場合があり，後者の場合には専門的な技術や

維持費が必要となるため，抜本的な解決には至っていない．

 中性化

コンクリート内部は高アルカリ環境であるが，大気中の

CO2 がセメントペースト中の Ca(OH)2 と反応し炭酸カルシ

ウム(CaCO3)を生成することで pH が低下する．この現象を

中性化と呼ぶ．鉄筋表面の pH が10程度まで低下すると不働

態皮膜を維持できないことが知られており，さらにその後の

不働態皮膜の自己再生(再不働態化)も妨げられるため，腐食

は促進される．CO2 はコンクリート中の細孔を通って侵入

するため，水セメント比の大きいコンクリートほど細孔が大

きくなり中性化は進行しやすくなる．また，温度が高く湿度

が50～60の時に中性化進行速度は最大になることが明ら

かになっている．中性化への対策として，塩害同様にコンク

リートのかぶりを厚くしたり，コンクリートや鉄筋表面への

コーティングが実施されている．

. コンクリート中鉄筋腐食の診断技術

上述の通り，コンクリートに埋設された鉄筋が腐食するこ

とでコンクリートは劣化する．しかし，コンクリートは不透

明であるため中の鉄筋が腐食しているかどうかは直接観察で

きない．最も基本的な方法として，目視によりコンクリート

表面のひび割れを確認し，そこから内部の鉄筋の腐食程度を

推定する方法がとられる(10)．この方法では，短時間の内に

コンクリートおよび内部の鉄筋の劣化の概要を把握できる．

しかし，ここで得られる情報はあくまで概略的なものであ

り，目視を行う作業者の経験や勘により測定結果が大いに変

化するおそれがある．そこで，より詳細にコンクリートの劣

化および内部鉄筋の腐食具合を判断するため，各種電気化学

測定や電磁波が利用されている．

 自然電位測定

自然電位測定はコンクリート中の鉄筋腐食を診断する技術

として最も一般的に用いられる電気化学的手法である．自然

電位を測定する際には，図に示すように脱脂綿やスポンジ

などに水を含ませコンクリート表面に当てた後，その上に照

合電極を設置し照合電極と鉄筋の電位差を測定する．この

際，コンクリートのかぶりを剥がして鉄筋に直接端子を接続

する必要がある．アメリカ材料試験協会(ASTM, American

Society for Testing and Materials 現在は ASTM インターナ

ショナルに改名)および土木学会規準としても測定方法が定

められており，例えば ASTM では表に示すような自然電

位による腐食評価基準が定められている(11)．強アルカリを

示すコンクリート中では健全な鉄筋であれば表面に不働態皮

膜を形成し腐食から守られるため，おおよそ 0～－100 mV

(vs. Ag/AgCl)の自然電位を示すが，腐食が生じ，鉄が鉄イ

オンに変化する際に自然電位は卑化する．すなわち，自然電

位法により卑化した電位が測定されれば，コンクリート中の

鉄筋は高確率で腐食していることになる．しかし，表 1 に

示した通り，自然電位測定から得られる情報は定性的なもの

であり測定時点で腐食が生じているかどうかを判断するに留

まる．また，鉄筋のどこに腐食が生じているかを知ることは

できない(12)．そこで，自然電位の測定結果をもとに腐食の

場所と程度を予測する手法が検討されている．塚原らは，鉄

筋の場所ごとの自然電位測定を行い，オームの法則より求め

た腐食電流量とファラデーの法則から求めた積算電流量から

図に示すような腐食量を推定する方法を考案した(13)．本

方法にて求められた腐食箇所と腐食量の予測値は実測値と同

様の傾向を示しており，内部が不可視のコンクリート中鉄筋

腐食量の推定に期待が持てる．しかし，本手法では時間ごと

に変化する自然電位やコンクリートの抵抗値を測定し続ける

必要があるため，膨大な量のコンクリート構造物への適用が

難しい．

また，コンクリート中鉄筋特有の課題として，鉄筋と照合

電極の間にあるコンクリート(かぶり)の性状によって測定結

果が大きく変化することが挙げられる．コンクリートの含水

率や塩化物イオン量などの要因により，最大200 mV 程度の

電位差が生じることが報告されている(14)．





図 6 鉄筋コンクリート試験梁中の鉄筋腐食実測値と
予測値(9)(12)．

図 7 鉄筋をコンクリート内に埋設した際の等価回路．

図 8 同心円型大気腐食モニタリングセンサ模式図．
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 電気化学的インピーダンス法を用いた分極抵抗測定

図 3 で述べた通り，コンクリート中の鉄筋表面で腐食が

生じると，鉄の溶解反応であるアノード反応とその際に生じ

た電子を消費するための酸素還元反応(カソード反応)が必ず

同時に生じる．この電子の流れが腐食電流であり，鉄筋の腐

食速度を表す指標となる．ここで，鉄筋に微小な電位差を付

与すると微少な電流が得られ，式( 1 )，式( 2 )に示すよう

な付与した電位差と腐食電流，分極抵抗の関係が得られる．

DE＝DI･Rp ( 1 )

Icorr＝K･DI/DE＝K/Rp ( 2 )

ただし，DE付与した電位差(V)，DI得られた微少電流

(A/m2)，Rp分極抵抗(Q･m2)，Icorr腐食電流(A/m2)，

K材料固有の係数(V)

このように，分極抵抗と腐食電流の関係から腐食電流を推定

する手法が分極抵抗法である．腐食電流の単位に着目する

と，クーロン量と時間の単位を含んでいることがわかる．す

なわち，分極抵抗法は自然電位測定と異なり，鉄筋の腐食速

度を定量的に評価することができる．

分極抵抗を求める手法として，交流インピーダンス法が一

般的に用いられる．交流インピーダンス法では，コンクリー

トの溶液抵抗 Rs と鉄筋/コンクリート界面の電気二重層の容

量成分 Cdl と分極抵抗 Rp を含んだ図のような等価回路を

考える．このような等価回路が形成されるコンクリート中の

鉄筋表面に高周波の交流電圧を印可すると，容量成分 Cdl が

充電され，電流は Cdl－Rs の経路を通る．一方で，低周波の

交流電圧を印可すると，電流は Rp－Rs の経路を通る．よっ

て，印可する電圧の周波数を変化させることで，周波数とイ

ンピーダンスの関係が得られ分極抵抗とコンクリートの溶液

抵抗を求めることができる．この際，印可する電圧が微少で

あるので鉄筋にダメージを与えにくいというのも交流インピ

ーダンス法の特徴である．通常，コンクリート内の鉄筋を用

いて交流インピーダンス法を行う場合，鉄筋に加えて照合電

極と対極が必要である(3 電極式)．さらに，鉄筋にリード線

をつなげるためにコンクリートのかぶりを剥がす必要があ

り，コンクリートへの損傷を避けられない．そこで最近で

は，一対の鋼板からなるプローブ電極を用いて，コンクリー

ト内の環境の把握および鉄筋の腐食状況の推定を行う研究が

進められている．プローブ電極を用いることで，(1)電解液

を必要とする照合電極極を用いない(電極のうち一つが照合

電極と対極を兼ねる)ため，電極の扱いが容易で常設可能で

ある，(2)コンクリートのかぶりによる IR ドロップなどの

影響を受けにくい，(3)電極の表面積が既知であるため単位

面積当たりの Rp を求めることができる，(4)鉄筋にリード

線を接続する必要がないため，コンクリートへのダメージを

最小限に抑えられる，(5)得られた溶液抵抗から，中性化や

塩化物イオン進入の進行過程がわかるなど，現場での活用・

実用化を見据えた利点が存在する．

著者らは，図に示すような一対のプローブ電極を有する

同心円型大気腐食モニタリングセンサ(以下，腐食センサ)を

用いて，模擬コンクリート溶液中の環境モニタリングを行っ

た．この際，プローブ電極の素材は，鉄筋として広く使用さ

れる SD345鋼とした．これまでインピーダンス測定には 1

対の平板電極を使用するのが一般的であったが(15)，本研究

では 2 電極を同心円状に配置することにより，電極形状の

異方性がなくなり，より精度良く測定を行うことが可能とな





図 9 飽和 Ca(OH)2 溶液中に 1 日または 1 週間浸漬し
た腐食センサの乾湿繰返し試験中における分極
抵抗変化(17)．

図10 SD345鋼を素材としたプローブ電極(18)．

図11 プローブ電極を埋設したコンクリート供試体を
用いた腐食試験(a)腐食試験概略図，(b)コン
クリート供試体外観写真(18)．
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った(16)．この腐食センサを予めコンクリート内を模擬した

飽和 Ca(OH)2 溶液中に 1 日または 1 週間浸漬し表面を不働

態化させた後，乾湿繰返し試験に供することで，不働態化時

間が塩化物イオンによる不働態皮膜破壊に及ぼす影響を検討

した．乾燥過程は 7 時間58分とし，湿潤過程では0.1 M の

NaCl 溶液へ腐食センサを 2 分間浸漬した．図に飽和 Ca

(OH)2 溶液中に 1 日または 1 週間浸漬した腐食センサの乾

湿繰返し試験中における分極抵抗変化を示す．縦軸には分極

抵抗の逆数をとっており，より値が大きいほど腐食速度が大

きいことを意味する．1 週間浸漬した腐食センサの腐食速度

の変化幅の方が 1 日浸漬した腐食センサの腐食速度の変化

幅よりも小さいことから，不働態化時間が長いほど不働態皮

膜はより安定となり，高い耐食性を発揮することが明らかと

なった(17)．このことは，実環境において鉄筋への塩化物イ

オンの到達が遅いほど鉄筋の耐食性が向上することを意味し

ており，新設および既設のコンクリート構造物からいかに塩

化物イオンを取り除くことが重要であるかが分かる．

時枝らは，コンクリート供試体に図に示すような

SD345鋼を素材としたプローブ電極を埋設し，プローブ電極

が実構造物の劣化診断技術として適用可能かどうかの検討を

行った(18)．コンクリートにプローブ電極を埋設する際に

は，水溶液を用いた実験とは異なりプローブ電極表面をコン

クリートに密着させる工夫が必要となる．そこで本研究で

は，円筒型と円錐台形の二つの部材を組み合わせ，ドリルで

コンクリートを削孔した穴の底部に円筒型の部材を設置し，

リード線を接続した円錐台形の部材を後から打ち込むこと

で，円筒型の部材が広がりながらコンクリートに密着するプ

ローブ電極を作製し使用した．図に示したように，プロー

ブ電極を供試体のコンクリートから 2 mm, 5 mm, 10 mm の

深さに設置した後，3の NaCl 水溶液で満たされた水槽内

にコンクリート供試体を静置し電気化学的インピーダンス測

定を行った．その結果，図に示すように，プローブ電極を

設置する深さが浅いと分極抵抗は小さくなる，すなわち，コ

ンクリートのかぶりが大きいほど中の鉄筋表面の不働態皮膜

は安定であることを見出した．また，高 pH 環境で塩化物イ

オンによって不均一に不働態皮膜が破壊された電極の分極抵

抗は，不働態皮膜が完全に消失した場合の分極抵抗と比較し

て，約30～50倍大きいことや，塩化物イオンの影響がなけ

ればコンクリート内の pH が高いほど分極抵抗が高いことを

見出した．pH やコンクリートのかぶりと鉄筋の耐食性の関

係を明らかにしたことにより，環境データがわかれば既存の

コンクリート構造物の劣化状況をある程度推測できることに

なる．このようなプローブ電極の 1 日でも早い実用化が望

まれる．

 電磁波法を用いた鉄筋腐食診断

これまでに紹介した自然電位測定および分極抵抗測定で

は，その程度に大小の差はあれど，コンクリートへのダメー

ジは避けられない．自然電位法では目的の鉄筋にリード線を

繋ぐため，コンクリートのかぶりを剥がす必要があり，プロ





図12 インピーダンス測定結果(a)腐食試験中におけ
るプローブ電極の分極抵抗変化，(b)腐食試験後
のプローブ電極外観写真(18)．

図13 コンクリートを模擬したアクリル板に挟んだ鉄
筋とスキャナー(21)．

図14 電磁波を用いた鉄筋腐食診断技術(a)ロックイ
ンアンプで得られる励起波と同位相の X シグナ
ルおよび90度位相の異なる Y シグナル，(b)異な
るかぶりにおける種々の鉄筋の DY/DX 値(23).
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ーブ電極を使用したコンクリート内環境モニタリングでもプ

ローブ電極を埋め込むための小さな孔を空ける必要がある．

そこで完全非破壊で内部鉄筋の腐食を診断するため，電磁波

による測定手法の検討および実用化が進められている．

電磁波法は電磁波をコンクリート表面から内部へ向けて放

射し，透過信号または反射信号を測定することによりコンク

リート内の情報を引き出す方法である．使用する波によっ

て，(a)電磁誘導法や(b)X 線法，(c)レーダー法，(d)赤外

線法などに分類される(19)．

 電磁誘導法コイルに交流電流を流した際に発生する

交流磁束を用いる方法である．交流磁束が鉄筋に到達した際

に発生する逆方向の磁束を検出することで鉄筋の位置を調査

する．ハンディタイプのものとしてすでに実用化されている

が，あくまで鉄筋の位置を知るためのもので鉄筋の腐食程度

を把握することはできなかった．しかし，何らはすでに報告

されていた電磁波による鉄筋径とかぶりの測定手法(20)を改

良し，鉄筋の腐食程度を測定する手法を考案した．本手法で

は，図に示すような励起コイルと検出コイル，ロックイン

アンプからなるスキャナーとノート PC のみで構成された小

型の検出装置を用い，コンクリート表面にスキャナーを走査

することで交流磁束に対する電磁応答を計測する．4.2 kHz

の励起波を用いることにより，最大 140 mm 程度のかぶり

でも鉄筋の位置を測定できる(21)(22)．さらに，励起波の周波

数を 80 kHz に変更し，ロックインアンプで得られる励起波

と同位相の X シグナルと90度位相の異なる Y シグナルの比

を解析する事で鉄筋の腐食程度を判別することが可能となっ

た(図)(23)．これは，鉄筋上に生成した鉄さびが鉄筋とは

異なる電気伝導度や透磁率を有する性質を利用したものであ

る．電磁波を用いた手法はコンクリートかぶりを除去して鉄

筋にリード線を接続することなく非破壊で内部の鉄筋の状態

を予測できるため，すでに腐食が進行した鉄筋のみならず，

ひび割れを生じていない健全～腐食初期のコンクリート構造

物にも適用できると考えられる．

 X 線法X 線をコンクリート中を透過させ，その強

度分布からコンクリート，鉄筋，コンクリートの空隙やひび

割れを検出できる．図に示すように，視覚的にコンクリー





図15 X 線法による撮影結果例(24)．

図16 健全な鉄筋および腐食した鉄筋の温度変化(26)．

図17 コンクリート供試体に埋設した際の温度変化
(a)健全な鉄筋および腐食した鉄筋の温度変化，
(b)それぞれの鉄筋を埋設したコンクリート表面
の温度変化(26)．
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ト構造物の内部を捉えられるため，コンクリートおよび鉄筋

の劣化状態をイメージしやすい(24)．しかし，測定対象とす

るコンクリートにある程度(約 500 mm 以下)の薄さが要求

される，片面からのみの測定ができない，放射線を使用する

ため，安全面に問題があるなど使用する上での課題が多い．

 レーダー法レーダー法では，送信側から放射した電

磁波が鉄筋やコンクリートの空隙，ひび割れの境界面で反射

され，それを受信側で受けとることによりコンクリート内部

の情報を得ることができる．電磁波を放射してから受信する

までの時間を測定することでコンクリート内部の鉄筋や空隙

の深さ情報が得られ，受信アンテナの位置を変えることによ

り鉄筋や空隙の位置情報が得られる．コンクリートと鉄筋や

空隙の比誘電率が異なることを利用した測定法である．乾燥

コンクリートの比誘電率は一般的には 4～12，湿潤コンクリ

ートの比誘電率は 8～20と言われているが，海洋構造物の表

面などでは濡れにより比誘電率が大きく変化するため，測定

が困難となる．また，鉄筋が密に埋設されている場合，反射

波が受信側に届きづらくなるため測定が困難になるなど課題

も存在する．

 赤外線法コンクリート表面およびその内部は一様な

構造ではなく，コンクリート中にひび割れや空隙等が存在す

るとその部分の熱伝導率が異なるため温度に差異が生じる．

赤外線法はその温度の差異を放射温度計を用いて検知する手

法である(25)．屋外では太陽光による温度差が生じるが，屋

内では何らかの温度変化を与える必要がある．本手法は，非

接触で広範囲を測定できるメリットを持つが，検査深度が小

さく，コンクリート表面の汚れや日照の程度，コンクリート

の箇所による部材厚の違いなどにより測定精度に大きな差が

生じる．林らは，赤外線法の検出精度向上のため，コンクリ

ートの損傷領域を強調させる画像フィルター処理を行い，温

度変化部の損傷予測確率を推計する統計解析手法の検討を行

った．その結果，画像フィルター処理によりコンクリート表

面から斜めに進展する剥離ひび割れの深さも定量的に判断で

きること，損傷予測確確率を危険度評価の指標として用いる

ことで，より細かく定量的なコンクリートの損傷判定が可能

となることを示した(26)．赤外線法は基本的にはコンクリー

ト表面の劣化度合いを測定するものであるため，内部鉄筋の

腐食の測定には用いない．しかし，高徳らは，鉄筋表面の腐

食生成物層が健全な鉄筋と比較して小さい熱伝導率を持ち，

比熱が大きくなるという特性を利用して，赤外線法をコンク

リート内部鉄筋の腐食程度の評価に応用した．液体窒素を用

いて腐食した鉄筋と健全な鉄筋を冷却し，両者の経時的な温

度変化を測定した．その結果，図に示すとおり，冷却時間

が長くなるにつれ腐食した鉄筋と健全な鉄筋では温度変化に

差が現れることが明らかとなった．さらに，図のように，

鉄筋をコンクリートに埋設し，液体窒素を用いてコンクリー

トごと冷却した試験においても，腐食した鉄筋と健全な鉄筋

の間には温度差が生じており，その温度差はコンクリート表
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面にも現れるため，実環境のようなコンクリート表面の温度

のみが測定対象となる場でも完全に非破壊で内部鉄筋の腐食

程度を測定できる可能性を示した．

電磁波を用いた測定法の一番のメリットはコンクリートに

損傷を与えることなく比較的広範囲のコンクリート内部情報

を得られる点である．これまではコンクリート表面の損傷を

測定するのみで内部の情報は鉄筋の位置程度であったが，電

磁波による鉄筋腐食測定の研究が進められており，今後の発

展が期待できる．

. お わ り に

コンクリート構造物が使用される環境によってその劣化挙

動は大きく変化する．コンクリートを劣化させる重要な因子

として，塩害や中性化による鉄筋腐食が挙げられ，その他に

もコンクリートそのものを劣化させる因子にアルカリシリカ

反応や凍害，化学的浸食や風化，さらにはコンクリートの上

を走行する車輌などによる疲労などが挙げられる．これらの

劣化因子は単独で作用するのではなく，複合的に作用しコン

クリートの寿命を低減させる．すなわち，様々な環境でコン

クリートがどのように劣化しているのか，またこれからどの

ように劣化していくのかを知るための網羅的な診断技術がコ

ンクリートの寿命を決めると言っても過言ではない．この

先，コンクリート診断技術は非破壊で簡単かつ迅速に正確な

測定および劣化予測が行えるよう進歩していくであろう．ま

た，診断技術のみならず，ロボットやドローン，AI などを

駆使した人的負担を減らすための維持管理手法の開発も進め

られている．コンクリート構造物に代表されるインフラ構造

物は，我々の生活や社会経済活動における道路・鉄道・港

湾・空港などを支える基盤であり，老朽化が進むインフラ構

造物の維持管理を正しく進めていくことは極めて重要な課題

である．新しい技術が実用化されるまでには多くの労力と時

間を要するため，本稿で紹介した技術以外にもまだまだ多く

のシーズが眠っているであろう．それら新技術が，一日でも

早く現場で使用され，我が国のインフラ維持管理技術がます

ます向上し，人々の安全な生活へ貢献していくことを願って

いる．
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FeSi 二元系合金の繰り返し変形に伴う

転位組織の形成と発達

首 藤 洋 志

. は じ め に

疲労とは，材料に応力が繰り返し負荷された際に，その材

料の破壊強度が低下する現象である．破壊事故の原因の約

60が疲労と報告されていることから(1)，その現象を理解

し，疲労強度の高い材料を開発することは重要な課題といえ

る．金属において，疲労は繰り返し負荷による転位の不可逆

的な運動によって引き起こされる．運動した転位は金属内部

でエネルギー的に安定な配置をとるが，このとき転位密度が

高い領域と低い領域が規則的に配列し，電子顕微鏡で観察す

ると模様のように見える．この転位が配列した組織を転位組

織と呼び，その形態の特徴に応じて Ladder(はしご)，Vein

(葉脈)，Wall(壁)，Labyrinth(迷路)，Cell(細胞)といった

名前が付いている．転位組織は破断繰り返し回数の 2～3

という疲労初期の段階で形成され(2)，材料表面の疲労き裂の

発生に影響することが報告されている．鉄鋼材料についてい

えば，Cu や Si，Al といった第二元素を添加し，Cell 組織の

発達を抑制することで疲労強度が上昇すると報告されてい

る(3)(5)．これは転位組織を制御することで疲労特性の高い

鉄鋼材料を開発できることを示している．

繰り返し変形に伴って形成される転位組織を制御するため

には，その形成過程を明らかにすることが重要である．fcc

金属においては，すべり系が{111}〈110〉に限定されるた

め，活動すべり系と転位組織との関係が議論しやすく，未だ

不 明 確 な 点 は あ る も の の ， Vein 組 織 ， Wall 組 織 ，

Labyrinth 組織，Cell 組織などの形成過程が提案されてい

る(6)(10)．一方で，鉄鋼材料を含む bcc 金属ではその理解は

不十分で，例えば Labyrinth 組織を構成する転位 Wall の方

位の解釈は一致していない(11)(16)．

筆者らはこれまで Fe 基二元系合金を対象に，繰り返し変

形によって形成される転位組織を詳細に観察し，その形成過

程を明らかにしてきた．本稿では，FeSi 二元系合金におい

て，Labyrinth 組織を構成する転位 Wall を超高圧走査透過

電子顕微鏡(HighVoltage Scanning Transmission Electron

Microscopy : HVSTEM)により観察した結果を紹介し，転

位 Wall の形成方位とその形成過程について議論する．

. 転位 Wall の形成過程の観察(17)

本章では，繰り返し変形を30回までで中断した Fe3

massSi 合金を HVSTEM で観察することで，転位 Wall

の形成過程を解析し，その形成に寄与するすべり系を明らか

にした結果を述べる．

転位 Wall が形成することが過去に報告されている Fe3

massSi を供試材の化学成分とした(11)．真空溶解炉を用い

て電解鉄と合金からインゴットを溶製した後，1473 K で 2

h 焼鈍して室温まで空冷し，さらに熱間鍛造で鋳造欠陥を潰

した．平均結晶粒径は 5 mm であった．供試材からドッグボ

ーン形状の疲労試験片を切り出し，室温大気圧下で全ひずみ

振幅 et＝1×10－2 を一定とした引張圧縮疲労試験を行っ

た．ゲージ長さ 8 mm，周波数0.05 Hz，応力比 R＝－1 とし

た．転位 Wall の形成過程を捉えるため，繰り返し回数30回

で疲労試験を中断し，試験片の平行部から転位組織観察用の

薄膜を採取した．薄膜は板面方位が(001̃)および(11̃1)とな

るように切り出し，機械研磨と電解研磨を行った．作製した





図 1 板面方位(001̃)薄膜の転位組織写真．応力負荷方
向を S.A. で図示．(110)面に平行な転位 Wall が
発達し始めている．

図 2 板面方位(11̃1)薄膜の転位組織写真．[11̃1]zone
入射にて結像．応力負荷方向は[3 20 17]で S.A.
として図示．左上から右下に伸長した転位と，右
上から左下に伸長した転位の 2 種類が観察され
る．白い○および黒い○で示した部分に，(110)
面と平行な転位 Wall が形成し始めている．

図 3 板面方位(11̃1)薄膜の転位組織のステレオペア写
真．g＝1̃1̃0．[1̃1̃0]に対し14°傾けて撮像．バー
ガースベクトルが b1 の転位の伸長方向は左奥方
向であり，バーガースベクトルが b2 の転位の伸
長方向は右奥方向であり，それぞれのすべり面が
edgeon でない．

図 4 (11̃1)のステレオ投影図．活動するすべり系は
(21̃1̃)[111]および(112)[1̃1̃1]であった．活動す
るすべり面の観察面に対するトレースと，すべり
方向の射影も図示した．(オンラインカラー)

 　　　　　　新 進 気 鋭

薄膜に対し，名古屋大学所有の HVSTEM を用いて，加速

電圧1000 kV で転位組織の観察を行った．試料ホルダーには

二軸傾斜ホルダーを用い，傾斜により回折ベクトル g を変

化させることで転位のバーガースベクトルを同定するととも

に，ステレオ観察を行った．

板面方位が(001̃)の薄膜で得られた HVSTEM による転

位組織写真を図に示す．転位組織は転位密度が高い領域と

低い領域からなり，転位密度が高い領域で(110)面に沿って

転位の集積が見られ，転位密度が低い Channel 内には[110]

方向に伸長した転位線が観察された．しかし，この方位は

Channel 内の 2 種類のらせん転位の射影が重なって同じ方向

を向くため，バーガースベクトルとすべり面を特定し難いと

いう問題がある．そこで，板面方位が(11̃1)の薄膜を図 1 の

結晶粒に隣接する結晶粒から新たに切り出し，転位組織を詳

細に観察した．板面方位(11̃1)の薄膜に対し，[11̃1]zone 入

射にて結像した転位組織写真を図に示す．左上から右下に

伸長した転位と，右上から左下に伸長した転位が観察でき，

バーガースベクトルおよびすべり面の決定に好適な方位であ

った．また，図 2 に白い〇および黒い○で囲んで示したよ

うに，紙面水平方向に沿って転位 Wall が形成しつつあっ

た．図 2 に対し，g＝011の条件で観察した場合に右上から

左下に伸長した転位のコントラストが消滅し，g＝101̃とし

た場合に左上から右下に伸長した転位のコントラストが消滅

した．このことから，左上から右下に伸長した転位のバーガ

ースベクトルは b1＝
1

2
a[111]，右上から左下に伸長した転位

のバーガースベクトルは b2＝
1

2
a[1̃1̃1]と分かった．また，バ

ーガースベクトルと転位の伸長方向が平行なため，これらの

転位はらせん転位と特定できた．一部の転位がすべり面上で

張り出した形状をしていることは，すべり面が観察面に対し

て edgeon でないことを示している．次に，すべり面を同

定するため同一視野で回折ベクトル g＝1̃1̃1を保ったまま，

約14°の角度差をつけて撮影したステレオペア像を取得し

た．図にステレオペア像を，図にこの結晶粒のステレオ





図 5 DPP モデル(7)(13)と Li モデル(10)から形成が予想
される転位 Wall の観察面(11̃1)におけるトレース
と，形成過程の転位 Wall のトレースの比較．Li
モデルで予想される(110)Wall が白い○で囲んだ
転位 Wall の形成方位とよく合う．
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投影図を示す．ステレオペア像を平行法により観察すると，

この視野を立体視することができ，薄膜試料の奥行き方向に

対して転位の伸長方向が判別できる．2 組の画像の立体視に

より，バーガースベクトルが b1 の転位の伸長方向は左奥方

向であり，バーガースベクトルが b2 の転位の伸長方向は右

奥方向であった．このことから，すべり系は(21̃1̃)[111]お

よび(112)[1̃1̃1]であると特定できた．これは，すべり面が

観察面に対して edgeon でないことと合致する．

Labyrinth 組織形成機構の既存モデルとして，Double

PseudoPolygonyzation (DPP)モデル(7)(13)と Li モデル(10)

が提唱されている．本研究における活動すべり系と転位

Wall の関係をこれらのモデルに当てはめ，両モデルの妥当

性を検証する．

まず DPP モデルについて考える．DPP モデルでは，活動

する 2 種類のすべり系において，まず刃状転位の双極子ル

ープを考え，その 2 種類の双極子ループの幾何学的配列か

ら転位 Wall の形成方位を 3 通りに絞り込む．更に，その 3

通りの転位 Wall と，2 種類のすべり系のバーガースベクト

ルのなす角度が90°に近いほど双極子ループが転位 Wall に

積層しやすく，安定な構造になるとするモデルであ

る(7)(13)．活動すべり系が STEM 観察により特定された

(21̃1̃)[111]および(112)[1̃1̃1]とした場合，DPP モデルから

は，転位 Wall の面方位として(101̃)と(111)が予想される．

図に(101̃)および(111)の観察面(11̃1)とのトレースを示す．

2 つのトレースは図 5 中に白丸で囲んだ形成初期段階にある

転位 Wall の方位と一致しない．よって，DPP モデルは転位

Wall の形成方位を適切に予測できているとは言い難い．次

に Li モデルについて考える．Li モデルは主すべり系と臨界

すべり系の 2 つの転位のバーガースベクトルを合成し，そ

の合成ベクトルに対して垂直な面に沿って転位 Wall が形成

されたと解釈するモデルである(10)．Li モデルに合致して転

位 Wall が形成される場合，Petrenec ら(16)が指摘したよう

に，転位 Wall は 2 種類の活動する転位のバーガースベクト

ルの二等分面上に形成される．活動すべり系の転位のバーガ

ースベクトルの方向は，[111]および[1̃1̃1]と同定されたこ

とから，Li モデルから予測される転位 Wall の面方位は，次

式，

1

2
a[111]＋

1

2
a[1̃1̃1]＝a[001] ( 1 )

1

2
a[111]－

1

2
a[1̃1̃1]＝a[110] ( 2 )

により(001)および(110)となる．図 5 に(001)および(110)

と観察面とのトレースを示す．(110)トレースが今回形成さ

れた転位 Wall のトレースと合うため，DPP モデルよりも

Li モデルの方が，実際の転位 Wall の形成方位をうまく予測

できるといえる．

. 発達した転位 Wall の観察(18)

本章では，Si 添加量を減らし，より自動車用鋼板の実用

材に近い成分とした Fe1 massSi 合金について十分発達

した転位 Wall を観察し，その形成に寄与するすべり系を明

らかにした結果を述べる．

真空溶解炉を用いて電解鉄と合金からインゴットを溶製し

た後，粗圧延，仕上圧延により板厚 5 mm とし，700°C，60

min の熱処理を 2 回行い，疲労特性に影響を及ぼす固溶 C，

固溶 N を TiC，TiN として析出させた．得られた供試材は

フェライト組織であり，平均結晶粒径は33 mm であった．

この供試材に対し，表裏を0.5 mm ずつ機械研磨して板厚 4

mm とした．さらに電解研磨を行い，表層の加工層を除去し

た後，圧延方向に垂直な方向を長手方向として，ドッグボー

ン形状の疲労試験片を切り出した．疲労試験片に対し，室温

大気圧下で全ひずみ振幅 et＝5×10－3 を一定とした引張圧

縮疲労試験を行った．ゲージ長さ 8 mm，周波数0.02 Hz，

応力比 R＝－1 とした．発達した転位 Wall を観察するた

め，繰り返し回数1000回で疲労試験を中断し，試験片の平

行部から転位組織観察用の薄膜を採取した．前章と同様の手

法で薄膜を作製し，転位組織の観察を行った．

ある結晶粒内に形成された転位組織を図に示す．供試材

の転位組織は同一結晶粒内でも均一ではなく，領域ごとに

Vein，Wall，Cell と異なる組織が形成されていた．前章で

明らかにした転位 Wall の形成方位とその機構が，Fe1

mass合金にも適用できるか明らかにするため，転位 Wall

に着目して詳細に観察を行った．図に，転位 Wall が形成

された同一視野を，[001]方向から 3 種の異なる回折条件で

観察した STEM 明視野像，およびこの視野に対応するステ

レオ投影図を示す．図 7(a)の回折条件では，全てのバーガ

ースベクトルに対して g･b≠0 となり，観察視野内に存在す

る全ての転位が観察可能である．図 7(a)より，転位組織は

転位 Wall と転位密度が小さい Channel で構成されており，

転位 Wall 間の距離は0.7 mm 程度であった．これは潮田らが





図 6 Fe1 massSi 合金多結晶を全ひずみ振幅 5×
10－3 で1000 cycle 繰り返し変形させた後の転位
組織．同一結晶粒内で，Vein，Wall，Cell が混在
していた．

図 7 板面方位(001)薄膜の HVSTEM による転位組
織観察結果．ビーム入射方位は[001]．(a) g＝
2̃00，(b) g＝110，(c) g＝11̃0，(d) (001)板面で
のステレオ投影図．(a)は全ての転位が観察可
能．(b)は転位のコントラストが弱まり，(c)では
弱まっていないことから，転位組織に含まれる転
位のバーガースベクトルは b＝a

2
[111]および b＝a

2

[1̃1̃1]の片方または両方といえる．

 　　　　　　新 進 気 鋭

Fe1 massSi 合金において応力振幅381 MPa の疲労試験

で報告した値とほぼ一致する(4)．また，転位 Wall は図 7(a)

の右上から左下に向かって平行に配列しており，これは図 7

(d)のステレオ投影図より，(110), (111), (1̃1̃1)と観察面の

トレースと一致した．図 7(b)に g＝110の条件で観察した結

果を，図 7(c)に g＝11̃0の条件で観察した結果を示す．g＝

110の観察条件で転位のコントラストが弱くなっていること

から，ここで観察された転位 Wall は，b＝ 1

2
a[111]および b

＝
1

2
a[1̃1̃1]の転位のうちの片方，もしくは両方が活動して形

成されていることが分かった．

次に，転位 Wall の形成方位を明らかにするため，転位

Wall を構成する転位のバーガースベクトルが何種類あるか

を考える．単一すべりの活動によって形成される Ladder 組

織に見られる転位 Wall は，主すべり系の刃状転位双極子で

構成されている(10)．よって，転位 Wall の法線の方向は，主

すべり転位のバーガースベクトルの方向と一致する．この考

えに従えば，転位 Wall を構成する転位のバーガースベクト

ルが b＝ 1

2
a[111]のみと仮定した場合，転位 Wall は[111]に

垂直な(111)Wall となる．実際に図 7(a)から，転位 Wall の

トレースは，(111)面と観察面とのトレースと一致してい

る．しかし，図 7(d)のステレオ投影図から分かるように，

観察した転位 Wall が(111)Wall ならば，転位 Wall は観察

面に対し edgeon の条件にはならず，35°傾斜して観察され

ることになる．電子エネルギー損失分光法による薄膜測定の

結果，観察領域の試料厚さは約500 nm であったことから，

転位 Wall が35°傾斜している場合には，少なくとも300 nm

程度の厚さを持つ転位 Wall として観察されるはずである．

しかし，転位 Wall の厚さは薄い部分で100 nm 程度であり，

35°傾斜した転位 Wall とは考えにくい．よって，ここで観

察された転位 Wall は b＝ 1

2
a[111]の転位のみで構成される

(111)Wall ではないことが分かる．転位 Wall 中の転位のバ

ーガースベクトルが b＝ 1

2
a[1̃1̃1]のみと仮定した場合にも，

同様の考察によって(1̃1̃1)Wall と解釈すると矛盾が生じる．

以上の考察から，転位 Wall を構成する転位は，b＝ 1

2
a[111]

および b＝ 1

2
a[1̃1̃1]の 2 種類のバーガースベクトルを持つと

解釈する方が合理的である．

次に，前章でその妥当性を検討した Li モデルについて本

章でも考察する．活動すべり系の転位のバーガースベクトル

の方向は，前章と同様[111]および[1̃1̃1]と同定されたこと

から，Li モデルから予測される転位 Wall の面方位は，前章

の式( 1 )と式( 2 )から(001)および(110)となる．このうち

(110)と観察面のトレースが今回観察された転位 Wall のト

レースと一致する．詳細は割愛するが，本章の結果を DPP

モデルに当てはめると観察された転位 Wall の形成方位と矛

盾する．これは，Fe1 massSi 合金の十分に発達した転位

Wall も，前章で観察した Fe3 massSi 合金と同様に 2 種

類の活動する転位のバーガースベクトルの二等分面上に形成

されることを示している．

. お わ り に

本稿では，HVSTEM を用いた FeSi 二元系合金の繰り

返し変形に伴う転位 Wall の観察結果について，これまでに

得られた知見を紹介した．bcc 金属の転位 Wall の形成方位

については統一見解が得られていなかったが，(110)面およ

び(001)面に沿って転位 Wall ができることを明らかにし

た．また，その転位 Wall は活動する転位のバーガースベク

トルの 2 等分面に沿って形成されていることを示した．こ
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の知見は，疲労き裂発生に先立って形成される転位組織の特

徴を捉えたものであり，更にひずみ振幅が高い領域に研究を

拡張していくことで，疲労き裂発生の素過程の理解につなが

るものといえる．今後は，多重すべりが活動する場合に形成

される，Cell 組織の形成機構の解明に注力していくととも

に，転位組織制御による疲労特性向上の可能性を追求してい

く．

昨年，日本金属学会若手講演論文賞を頂き，またこの度研

究紹介の機会を頂きましたことを，関係者の皆様に深く御礼

申し上げます．本稿で述べた研究は，私が東京工業大学に在

籍していた時のものです．また，文部科学省委託事業ナノテ

クノロジープラットフォーム課題として，名古屋大学微細構

造解析プラットフォームの支援も頂いております．ご指導と

ご助言を頂いた東京工業大学物質理工学院の藤居俊之教授，

宮澤知孝助教，名古屋大学未来材料・システム研究所の荒井

重勇特任准教授に心より感謝申し上げます．また，研究のき

っかけを与えて下さった日本製鉄株式会社の吉永直樹フェロ

ー，横井龍雄博士その他関係各位に感謝申し上げます．
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図 1 千葉県立現代産業科学館 入口付近外観．

図 2 形状記憶合金を利用した熱利用システム．

 　　　　　　科学館めぐり

千葉県立現代産業科学館(市川市)

文責東京海洋大学 盛 田 元 彰

. は じ め に

千葉県立現代産業科学館は，子供から大人まで誰もが産業

に応用された科学技術を体感的に学ぶことのできる場を提供

することを目的として建設された(図)．展示には身の回り

にある科学が多くあり，現代の日本産業の発展の歴史からバ

イオテクノロジーや新素材といった最先端技術まで幅広く展

示されている．しかしながら，散文的な展示になることな

く，見応えのある内容となっている．また，フライトシミュ

レーターやプラネタリウム(夏期のみ)，放電実験装置，走査

型電子顕微鏡といった大型設備も展示されている．

. 大人から子供まで誰もが楽しめる展示

科学館に入るとまず身の回りにある工業製品や生活用品に

関する科学の原理を体感しながら学ぶことができる「創造の

広場」がある．大勢の子供たちが公園で遊ぶように科学を体

験できるのが特徴である．その先に進むと「先端技術への招

待」と題された展示がある．例えば，水素燃料電池装置があ

り，太陽光を利用して水を水素と酸素に電気分解したのち，

その発生させた水素と酸素を反応させ水を生成させることに

より電気を発生させプロペラを回す，そして生成された水を

また電気分解する，といった持続可能な社会を意識した展示

がなされている．また，ハスの葉が水を弾くのはその表面構

造が微細な凹凸(ロータス構造)を有しているからであるが，

その構造を模擬することで材料に撥水性を付与する生物模倣

技術(バイオミメティクス)についても触れられており，様々

な視点から科学を感じることができる．

金属材料分野の展示としては，切削などの工具鋼に使用さ

れる超硬合金としてタングステン・カーバイド，高温で大き

な加工性が得られる超塑性合金，水素エネルギー社会で必要

とされる水素吸蔵合金が展示されている．形状記憶合金の展

示では，チタンニッケル合金で作った回転車が展示されて

いる(図)．この回転の駆動力は，温められることで縮み冷

やされると伸びる 2 方向形状記憶効果から得ている．ま

た，金属を使わずに金属光沢を表現した金属光沢調フィルム

が展示されていた．このフィルムは，防錆性，電波透過性，

重金属を使用しないことから電子機器の金属めっきの代替と

して使用され始めている．様々な分野の一端を知ることで，

今後の金属材料のあり方を考えさせられる．

. 鉄 鋼 産 業

2 階には千葉県の代表的な産業である電力・石油・鉄鋼産

業についての発展の歴史や現代の技術が展示されている．本

稿では鉄鋼産業に関する展示物について紹介する．農業と水

産業が中心であった千葉県に，鉄鋼一貫製鉄所として県内に

初めて建設されたのが川崎製鉄所である．現在では解体され

てしまったがその 1 号高炉の10分の 1 の模型が展示されて

いる．当時最先端であったその高炉は，高さ 32.4 m，内容

積 907 m3 で，炉体構造はドイツ式，炉頂の構造はアメリカ

式であった．1953年に火が入れられて以来，1977年 2 月15

日に操業が停止するまでの間に，通算生産高975万トンの実

績を残した．また，ドイツ博物館の協力のもとで制作された

ベッセマー転炉の模型がある．ベッセマー転炉は，イギリス

のヘンリー・ベッセマーにより発明された「火なしで溶鋼

(どろどろに溶けた鉄鋼)を製造する手法」であり，底にある

多くの小穴から空気を吹き込んで，銑鉄中の不純物を酸化し

て取除くことができる．また，炉を回転できるようにするこ

とで，溶鋼を容易に取り出せるように工夫されている．この

炉を回転できるということから転炉と名付けられた．転炉は

大量の銑鉄から鉄鋼を得ることができる画期的な発明であっ





図 3 ベッセマー転炉(1/2 模型)．

図 4 圧電材料を使用して発光させたクリスマスツリ
ー実際に自身で荷重を加えて点灯させることが
できる．圧下する力によって光るランプの数が異
なる．
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た．この転炉の形は100年以上たった今でも大きく変わって

いない．

. “産業”と名前がつく科学館

一番驚いたのは図書室に蔵書されている金属関係の本であ

り，名著と言われる本が何冊も所蔵されていた．学芸課の方

にお伺いしたところ科学館の内容については県内の企業が展

示・運営協力会として参加し，助言されているそうだ．実際

に企業と密接に連携して運営されている科学館であり，産業

の発展と共に進化する科学館となっている．是非，友人やご

家族と足を運んで頂きたい．

g 科学館で見つけた金属材料“圧電材料”

圧電効果(piezoelectric effect)は，キュリー夫人の夫であ

るピエール・キュリーとその兄のジャック・キュリーにより

1880年に発見された(1)．結晶体に力を加えて変形させると

電気が発生する現象であり，身近な適用箇所としては，カセ

ットコンロの着火用材料がある．これは圧電材料に力を加え

ると電荷を放電させることができる仕組みを利用している(2)

(図)．一方，圧電材料は電圧を印加すると極性に応じて伸

びたり縮んだりする．この効果を利用し，周波数の高い交流

電圧を印加することで，圧電材料を振動させ超音波を発生さ

せることができる．科学館では，それを使った超音波噴水装

置も展示されている．圧電材料は，センサやアクチュエータ

ーとしても用いることができるため，様々な電子機器で使用

されている．最近では，代表的な圧電材料である PZT(Pb

(Zr,Ti)O3)が鉛を含むため，高性能な鉛フリー圧電材料の研

究開発が進められている(3)．
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. は じ め に

私は2018年 3 月に東北大学大学院工学研究科知能デバイ

ス材料学専攻にて修士課程を修了し，同年 4 月より同大学

にて博士後期課程に進学致しました．この度，本稿を執筆す

る貴重な機会を賜りましたので，拙文ながら私のこれまでの

研究内容と今後の抱負を述べさせて頂きます．

. これまでの研究活動

2011年 4 月に入学した東北大学材料科学総合学科では，

学部二年生で材料電子化学，同三年生で腐食防食学を受講致

しました．講義内容は当時の私にとって大変高度なものでし

たが，講義を通じて固液界面のミクロの世界の繊細さと地球

規模の自然現象が交錯する学問にとても魅力を感じたことは

今でも鮮明に覚えています．

2014年から東北大学知能デバイス材料学専攻の材料電子

化学講座にて原信義理事・副学長，武藤泉教授，菅原優准教

授にご指導いただき，ステンレス鋼のすき間内部の電位を可

視化するイメージングプレートの作製に関する研究を行いま

した．金属の腐食現象において，電位は溶解反応の駆動力と

なる非常に重要な物理量です．すき間腐食発生に伴いステン

レス鋼の電位が低下することは従来の研究から明らかにされ

ていましたが，すき間内部のステンレス鋼表面の電位分布

や，すき間腐食発生に伴う電位分布の変化に関しては詳細な

報告例がありませんでした．そこで，導電性ポリマーを用い

てすき間内部の電位分布を可視化するイメージングプレート

の開発を行いました．腐食研究に取り組んだ最初の一年間

は，指導教員の先生方から研究や電気化学測定に必要な基礎

知識を大変丁寧にご指導頂き，研究の魅力と難しさを体感す

ることができました．同時に，環境や材料因子が複雑に相互

作用する腐食現象に益々興味を惹かれ，大学卒業後は他の金

属材料や腐食研究にも携わりたいと考えるようになりました．

修士課程では，AlFe 合金上で生じる孔食発生に関する研

究を行いました．一般的に使用されているアルミニウム合金

には微量の Fe や Si が含まれており，ほとんどが Al3Fe や

Al8Fe2Si 等の AlFe 系金属間化合物として合金中に点在し

ています．これら AlFe 系金属間化合物はアルミニウム合

金の機械的特性を向上させることが知られておりますが，孔

食などの局部腐食の発生起点となる例も報告されています．

母相 Al に対して貴な電位を有する AlFe 系金属間化合物上

では酸素の還元反応が生じ，化合物周囲の溶液が局所的にア

ルカリ化します．pH などの溶液の液性は腐食反応において

非常に重要な因子の一つですが，孔食が発生する際の化合物

周囲の液性の詳細な挙動は明らかにされていませんでした．

これは AlFe 合金中の金属間化合物が数 mm と小さく，液

性の変化も化合物周囲における局所的な現象であるため，液

性変化の解析自体が非常に困難であることが主な利用として

挙げられます．そこで，私は同講座で開発された局所領域の

電気化学計測と溶解挙動の in situ 観察が可能なマイクロ電

気化学システム(1)と pH 緩衝液を用いて，AlFe 合金上の金

属間化合物周囲で生じる溶解反応の in situ 観察と局所領域

の液性解析を行いました．その結果，AlFe 合金上で孔食が

発生する前駆段階では金属間化合物周囲で pH がアルカリ性

となり，その後電位が上昇すると pH が中性を経て酸性へと

変化し，孔食が発生することを明らかにしました(2)．従来の

アルミニウム合金の高耐食化指針としては，Cu や Fe 等孔

食の起点となりやすい金属元素濃度の低減やめっきによる防

食などが主流でした．修士課程の研究成果から，インヒビタ

ーの添加や金属間化合物の組成制御を行い，金属間化合物周

囲の溶液のアルカリ化あるいは酸性化を抑制することで Al

Fe 合金上での孔食発生を防止する新しい高耐食化指針が示

唆されました．

東北大学で腐食防食学を初めて受講してから 6 年が経過

し，思うような研究成果が出ずに大きな壁にぶつかることも

多々ありましたが，それ以上に腐食現象の奥深さは腐食研究

に携わるほど魅力を増しているように感じます．博士課程に

進学後も自分の実力不足を痛感する毎日ですが，指導教員の

先生方や研究室の皆様にご指導頂きながら，今後も向上心と

探求心を持って研究に励んで参りたいと思います．

. お わ り に

アルミニウム合金は自動車材や電子機器など，近年その用

途が急速に増加している材料の一つです．特に，輸送機等の

産業ではマルチマテリアル化が進み，実用環境における金属

材料の耐食性に関する研究はこれまで以上に要求されると想

定されます．金属材料を実用化する上で耐食性の研究は必要

不可欠です．高耐食材料の開発だけでなく，今後日本で開発

される新規材料の実用化においても，腐食研究は重要な役割

を担っていくと信じております．

これまで，私は主に孔食発生挙動の解析および孔食発生に

おける金属間化合物の影響について研究を行って参りまし

た．今後は，これまでの腐食現象のメカニズムに関する研究

結果から導かれた高耐食化指針を基に，従来よりも優れた耐

食性を有するアルミニウム合金の開発にも取り組み，孔食発

生メカニズムの研究成果を産業界へ還元したいと考えており

ます．

最後になりましたが，学部生の頃からご指導頂いておりま

す，原信義理事・副学長，武藤泉教授，菅原優准教授ならび

に研究室の皆様に改めて心より感謝申し上げます．
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図 1 (a) HAP 骨補填材と(b) 金属製インプラントの
製品例．(オンラインカラー)
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HOYA Technosurgical 株式会社の紹介

HOYA Technosurgical 株式会社 開発部長

中 島 武 彦

HOYA Technosurgical(ホーヤ テクノサージカル)株式

会社は，セラミックス製人工骨と金属製インプラント(骨接

合材)の製造・販売・製品開発を行っている医療機器メーカ

ーです．その名の通り HOYA 株式会社の子会社になります

が，セラミックス人工骨事業を行っていた HOYA 株式会社

ニューセラミックス事業部と骨接合材事業の株式会社日本ユ

ニテックを母体とし，2013年10月に発足いたしました．

セラミックス人工骨事業は1974年，事業の多角化を目指

し当時の旭光学工業株式会社(2002年ペンタックス株式会社

に社名変更)にて開始されました．約10年の開発期間をかけ

1984年にハイドロキシアパタイトセラミックス製(以下

HAP)の人工歯根(抜けた歯を補う材料)，翌85年には日本で

初めての HAP 骨補填材(骨の欠損部分を補う材料)が製品化

されました．図(a)に HAP 骨補填材の製品の一例を示し

ます．最近では，生体骨と類似の構造と組成を有しスポンジ

状で弾性を示すアパタイト/コラーゲン複合体の人工骨を開

発しました．臨床ニーズにこたえることで，骨補填材として

整形外科，脳神経外科，歯科口腔外科などの分野で広く活用

されています．

また，HAP は Ca2＋ イオンと PO3－
4 イオンからなる両性

イオン交換体であり，正電相互作用にもとづく吸着能を有し

ており，ウイルスや細胞を吸着・分離することができます．

さらに物理化学的に安定で無毒であることから，医薬品の分

離精製用の基材として世界中の製薬企業で使用されています．

一方，骨接合材事業は2000年，「日本人に合った日本人の

ためのインプラントの提供」を理念に株式会社日本ユニテッ

クが設立され事業が開始されました．金属製インプラント製

品の多くが海外からの輸入品であるなか，その創始理念に基

づく設計開発が行われ，2001年には大
だい

腿
たい

骨
こつ

近位部(大腿骨の

付根部分)骨折用のプレートシステム，2004年は橈
とう

骨
こつ

遠位端

(手首)骨折用のプレートシステムが製品化されました．これ

ら 2 つの製品を基盤に製品改良・開発が進められ，2013年

以降，下
か

腿
たい

骨
こつ

(足首)骨折用プレートシステムや大腿骨近位部

骨折用髄
ずい

内
ない

釘
てい

(大腿骨の骨髄内に挿入する釘)システムなどが

製品化されています．図 1(b)に金属製インプラント製品の

一例を示します．

さらに，ペンタックス株式会社の光学技術を応用し，偏向

プリズムを採用した手術用ルーペを2011年に開発，術者に

あわせた視度，位置，瞳孔間の調整が可能で，疲れにくい軽

量の双眼ルーペ製品を展開しています．

我が国は歴史的にも世界的にも前例のない長寿超高齢社会

を迎えています．高齢者の骨折や関節疾患は要介護となる原

因の15以上を占めるといわれています．また，骨折によ

る長期入院や日常生活における動作制限は予後成績(手術後

の治療成績)を悪化させるだけでなく，死亡率さえも増加さ

せると報告されています．さらに，手術後の重篤な合併症と

して感染があげられます．高齢者の術後感染は生命予後(手

術後の生存率)を著しく低下させるだけではなく，治療や再

手術は大きな負担となります．このような社会背景のなか，

より早期に骨癒合(生体の骨と一体化すること)を達成し生体

骨への置換が起こる人工骨や低侵襲(皮膚の小さな傷口で骨

にアプローチすること)で骨折部位を強固に固定できる骨接

合材，骨粗鬆症症例に対しスクリューを強固に固定するため

の人工骨とスクリューの組み合わせ製品，セラミックスだけ

では支えられない荷重部への人工骨移植症例に対する金属プ

レートシステム，さらにはそれら手術を確実にこなすための

専用手術器械などの開発に取り組んでいます．また，術後感

染に対しては，金属インプラントへの抗菌機能の付加，ドラ

ッグデリバリーシステムとしてのセラミックス人工骨の応用

などの基礎研究にも目を向けています．

これら医療機器の実用化には厚生労働省の認可を取得しな

ければならず，製品市販後の臨床成績調査も必要であるた

め，薬事品質保証部門の役割も非常に重要です．また，医療

機器として安定した製品供給を行う上では量産工程にスムー

スに移管するための生産技術・製造部門も重要なポジション

です．さらにはユーザーである医師に製品だけでなく製品技

術情報を届けるためにマーケティング・営業部門にも専門性

が求められます．それら各部署にも製品開発に携わったメン

バーが属しています．

当社は異なる背景や企業文化を持った事業体で構成されて

おり，そこに属する技術開発系社員のバックグラウンドも化

学系，物理系，生物系，薬学系，機械系など，多種多様で

す．一見するとそれぞれが独立した事業体のようですが，目

的は同じ，「患者様の QOL(quality of life生活の質)の向上」

です．様々な専門性を持った社員一人一人が，それぞれの知

恵と知識と経験を出し合いながら，「より良い製品を，より

早く，より多くの医療機関にお届けし，患者様の QOL を向

上させる」ことを使命として日々業務に取り組んでいます．

(2020年 2 月17日受理)[doi:10.2320/materia.59.329]

(連絡先〒1600004 東京都新宿区四谷 4284)





講演申込ホームページアドレス https://www.jim.or.jp/convention/2020autumn/

講演申込および概要原稿提出期限(締切厳守)

講演申込と講演概要提出は同時に行う．(同時に行わない場合は，講演申込として受理されない)

講演種別 全講演(公募シンポジウム，一般，ポスター，共同セッション)

講演申込締切 7 月 3 日(金)17時

講演についての問合先公益社団法人日本金属学会 講演大会係 annualm＠jim.or.jp

入会申込 URL https://www.jim.or.jp/member/mypage/application.php

入会申込期限 7 月 1 日(水) 年会費納入期限 7 月31日(金)

入会・会費の問合せ会員サービス係 member＠jim.or.jp
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事務局 　　　　　　　　渉外・国際関係secgnl＠jim.or.jp

会員サービス全般account＠jim.or.jp

会費・各種支払member＠jim.or.jp

　　　　　　　刊行物申込みordering＠jim.or.jp

セミナーシンポジウム参加申込みmeeting＠jim.or.jp

　　　　　　　講 演 大 会annualm＠jim.or.jp

　　　　　　　　総 務 ・ 各 種 賞gaffair＠jim.or.jp

　 　 　 　 　 　 　 　学術情報サービス全般secgnl＠jim.or.jp

　　　　　　　調 査 ・ 研 究stevent＠jim.or.jp

まてりあ・広告materia＠jim.or.jp

　　　　　　　会誌・欧文誌editjt＠jim.or.jp

公益社団法人日本金属学会

〒 仙台市青葉区一番町

TEL  FAX 

https://jim.or.jp/
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投稿規程・出版案内・入会申込はホームページをご利用下さい．

会 告(ホームページもご参照下さい)

年秋期(第回)講演大会講演募集

◎ただ今，下記の通り2020年秋期講演大会講演募集を行っております．ご確認の上，お申込み下さい．

会 期年月日(水)～月日(金)

会 場富山大学五福キャンパス(〒9308555 富山市五福3190)

※開催方法が変更になる場合があることをご了承下さい．

下記の点にご注意およびご理解頂き，お申込下さいますようお願い申し上げます．

◯ 「一般講演」に限り，件申込することができます．

◯ 最新の概要原稿フォーマットを利用し，PDF 変換後，アップロード下さい．

◯ 公開後，講演概要は WEB からのダウンロードとなります．

(WEB 公開後，参加申込者のみにダウンロード用パスワード発行．）

◯ 同一研究室の件以上の連続講演は認められておりません．

◯ 「参加証引換券」は郵送いたしません．各自「大会マイページ」から印刷し，金属学会大会受付で参加証と引き換えて下さい．

(懇親会参加証は郵送いたします．）

□非会員でも大会参加費と登壇費を前納すれば，講演申込ができます(詳細は「申込要領」の「講演資格」参照．）．

□講演申込と同時に大会参加の事前予約となります(相互聴講申込での発表は不可)．月日(月)までに参加費を納入下さい．

これから入会して講演申込をされる方へ

□インターネットで入会申込み下さい．入会申込確認後は ID(会員番号)とパスワードが即日メール返信されます．

□会員認定期限内に入会手続きを行い，年会費を納入下さい．→期日までに会費の払込がない場合は，プログラムに掲載されていても，

講演不許可の措置をとります．





日 程
日 時 行 事

9 月16日(火) 各賞贈呈式，学術講演会，ポスターセッション，高校生・高専学生ポスター発表，懇親会

9 月17日(水) 学術講演会，企業ランチョンセミナー

9 月18日(金) 学術講演会，男女共同参画女性会員のつどい
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年秋期(第回)講演大会ご案内ならびに参加申込みについて

会 期年月日(水)～月日(金)

会 場富山大学五福キャンパス(〒9308555 富山市五福3190)

※開催方法が変更になる場合があることをご了承下さい．

懇親会会場ANA クラウンプラザホテル富山(〒9300084 富山県富山市大手町 2 番 3 号 TEL0764951111)

大会参加予約申込締切 年月日(月) 事前参加申し込みは，すべてインターネット申込となります．詳細は，申込要領をご覧下さい．

年秋期講演大会 開催予定の各種シンポジウム

公募シンポジウムテーマ

S1 ミルフィーユ構造の材料科学

S2 機能コアの材料科学

S3 ハイエントロピー合金の材料科学()

S4 材料変形素過程のマルチスケール解析()

S5 ナノ・マイクロスペーステイラリング

S6 材料技術史から見るこれからの技術展開―アルミニウム合金

S7 超高温材料の科学技術

企画シンポジウムテーマ

K1 医用材料・医療機器開発の最前線()～光を用いる生体情報イメージング～

Frontier in development of biomaterials and medical devices (): Biomedical Photography and Imaging

半導体材料をベースに研究開発されている紫外・可視からマイクロ波までの広帯域における光源と，それを用いる測定系や様々な次元での解析法を総

括しながら，生体材料開発から医療現場における光源の役割と展開を議論する．第 2 分野と第 7 分野が連携し，生体情報イメージングに必要となる光

源・検知器と生体・医療における材料研究のこれからを模索する．

K2 スピントロニクスとテラヘルツ光技術の融合と応用展開

Wedding of Spintronics and Terahertz－wave technology for Practical Applications

2019年 3 月に開催した旧第 3 分科討論会を皮切りに，日本金属学会発のテーマとして「スピントロニクスとテラヘルツ光技術を融合させた新規技術」

構想を進めてきた．2019年春季講演大会企画シンポジウムなどを通して，それぞれの研究分野が現在対象としているエネルギー，時間空・空間スケー

ルに着目する議論がなされ，従来デバイスに材料の多様性(磁性もしくはテラヘルツフォノン)を付加することで，高速化だけでなく新たなセンシングへ

の展開や，テラヘルツ光を用いた独自の計測技術(生体認証技術など)とスピントロニクスにより可能になる情報処理(高速同時情報処理など)を融合させ

ることによる新規な技術イメージを提案しつつある．本企画シンポジウムでは，テラヘルツ技術から最近の生体認証の暗号が技術(富士通研究所)，スピ

ントロニクスからスピン依存現象とテラヘルツ光堅守技術などを紹介頂き，総合討論として上記の提案技術の有効性について広く議論したい．

K3 高機能軟磁性材料の開発動向～5G 時代の高周波デバイス応用に向けて～

Development of high functional soft magnetic materials ～Toward high frequency devices in the 5G era～

軟磁性材料は，インダクタ・トランスなどにおける主要機能を担う機能性材料である．しかしながら，磁気機能を支配している材料特性に関しては不

明確であり，現状と課題と整理しつつ，新規デバイス開発に向けた材料開発を進める必要がある．第 2 分野では，このような観点に基づいて，硬磁性

材料と両輪をなす軟磁性材料に関しても，系統的かつ継続的な取り組みを進めている． 本シンポジウムでは，特に，第五世代移動通信(5G)における高

周波デバイスや電磁波ノイズ抑制体の創製に向けて，これらのデバイスや抑制体を担う薄膜・微粒子形状の軟磁性材料の設計・開発に焦点を当てる．こ

れまで，これらの材料のデバイス応用に向けた現状と課題を把握する機会はほとんどなく，本シンポジウムでは，次世代高周波デバイスや抑制体の創製

に向けた高機能軟磁性材料の開発動向(現状と課題)について主に産業界から話題を提供していただき，金属学会に関わる研究者が貢献可能な課題を発掘

するための一助とする．

K4 若手科学者へ贈る研究のヒント～未踏領域へ到達するために～

Road to Smart Society ～Stateoftheart and prospectus of materials in smart device～

第 2 分野提案，第 1 分野と共同で開催する人材育成を趣旨とする啓蒙的な内容の企画シンポジウム．昨年の秋期大会に続く第 3 回目の開催．独創的

な研究成果に到達するためには，どのような姿勢で研究に臨むべきか．また，国費をファンドする観点からは何を取捨選択すべきか．著名なベテランに

ご講演頂き，そのヒントを得ることを目的とする．会員，特に若手研究者への刺激になれば幸い．講演では，ご自身の研究に触れつつ，研究者としての

心構えや組織・国からの視点について述べて頂き，シンポジウム全体として独創的な研究成果に到達するための必要条件を浮き彫りにする．講演 1 方

向の欠如モデル型だけでなくサイ・コミュ型の双方向性の仕掛けとして，基調講演後に総合討論を設ける．

K5 材料化学におけるイノベーションの役割と工業製品への展開

Innovations in materials chemistry and their effects on industry

この企画シンポジウムは，毎年春の講演大会で開催している「水溶液腐食」「高温酸化」「陽極酸化」「めっき・化成処理」「触媒」の各学術分野を包括

した公募シンポジウムと対をなすもののである．工業製品としての金属材料の開発・生産の最前線における「材料化学」の役割と研究・開発事例や課題

を，主に企業研究者に講演していただくものである．材料化学は，溶液や気体などと金属表面との化学反応を扱う学問分野であるが，応用範囲は，めっ

き，化成処理，腐食，高温酸化，触媒など広範囲にわたっている．そこで，各産業分野で直面している課題や将来展望を議論することで，基盤となる学

理を発展させるヒントや，産学官の連携強化のきっかけとしたい．





◆大会参加費(講演概要ダウンロード権含む)※年会費とは異なります．

参加費・懇親会の消費税扱については，ホームページ(一覧表 PDF)をご参照下さい．

予約申込締切日 月日(月)(申込および入金期日)

会員資格
予約申込

(インターネット申込・事前支払い)
当日申込

(大会会場受付・現金払いのみ)

正員・維持員会社社員 10,000円 13,000円

個人会員で2020年 3 月 1 日時点で65歳以上の方 無 料 無 料

学生員 6,000円 7,000円

非会員 一般 24,000円 27,000円

非会員 学生(大学院生含む) 14,000円 16,000円

お支払後の取消は，準備の都合上ご返金いたしかねますのでご了承下さい．

 65歳以上の個人会員 会員情報に生年月日のご登録がない場合は，課金されますのでご注意下さい．会員情報に生年月日をご登録させて頂きますの

で，大会参加登録の前に annualm＠jim.or.jp まで会員番号・お名前・ご連絡先・生年月日をお知らせ下さい．

 学生員 卒業予定変更等により会員種別に相違がある場合，事前に会員種別の変更手続きを行ってから，大会参加をお申込下さい．

非会員の(有料)参加申込者には，1 年間「まてりあ」を寄贈するとともに，会員価格でイベント等(講演大会以外)に参加できる特典を付与いたします．

ただし特典は重複して付与いたしません．

◆懇親会費(消費税込み) (会場ANA クラウンプラザホテル富山)

お支払後の取消は，準備の都合上ご返金いたしかねますのでご了承下さい．

懇親会ご参加申込の方へは，9 月上旬に懇親会参加証を郵送申し上げます．

予約申込締切日 月日(月)(申込および入金期日)

種 別
予約申込

(インターネット申込・事前支払い)
当日申込

(懇親会会場受付・現金払いのみ)

一般 8,000円 10,000円

同伴者(ご夫人またはご主人) 5,000円 5,000円
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参加申込要領

インターネットによる事前の大会参加申込みおよび懇親会参加の申込締切月日(月)

大会参加申込み URL https://www.jim.or.jp/convention/2020autumn/

予約申込締切後，大会参加証，講演概要ダウンロードについては，下記をご参照下さい．なお，領収書や参加証引換券は，決済完了後に申

込画面から各自印刷して下さい(WEB 画面講演大会 MyPage よりダウンロード)．9 月 1 日以降は当日申込となります．

当日申込をご希望の方は，会場受付にて直接お申込下さい．

◆支払方法

事前予約のお支払いはクレジットカードおよびコンビニ振込決済をご利用頂けます．また，入金後のご返金は致しかねます．8 月31日(月)

の入金日をもって予約申込完了となります．

◆参加証

事前予約された際の大会マイページにて「参加証引換券」をダウンロード印刷し，会期当日受付で参加証とお引換え下さい．

◆講演概要の WEB 公開

講演概要の公開日は，大会 2 週間前の2020年 9 月 2 日(水)です．事前予約をされ，参加費を納入された方へは，概要公開日に概要ダウン

ロード用パスワードを配布いたします．当日申込の方へは申込の際に概要ダウンロード用パスワードをお渡しいたします．

特許関係のお手続きは，公開日までにお済ませ下さい．

◆講演概要集購入について

講演概要集 DVD は作成いたしません．全講演概要は，本大会 Web サイトで公開をします．これまで概要集 DVD のみ購入をされていた

方も，通常の参加登録をして頂き，概要の閲覧をお願いします．

参加申込・問合先

〒9808544 仙台市青葉区一番町 11432 (公社)日本金属学会

 0222233685 FAX% 0222236312 Email: annualm＠jim.or.jp
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日本金属学会年秋期(第回)講演大会

第回「高校生・高専学生ポスター発表」募集案内

申込締切日年月日(金)

開催場所 富山大学「学生会館」

開催予定日時 年月日(水) ～(予定応募多数の場合は開始時間前倒の可能性あります．）

※開催方法が変更になる場合があることをご了承下さい．

対 象 者 高校生および 3 年以下の高専学生

発表方法 パネル(幅 900 mm×高 2100 mm)へのポスター掲示および説明

テ ー マ 材料に限定せず，フリーテーマです．(課題研究の成果，科学技術の取組等)

ポスター作成について

A0 サイズで作成し，文字は 3 m 離れたところからでも判読可能な大きさにする．ただし，実験条件などの補足事項は小さい文字

でも良い．研究の目的，背景を緒言，概要として最初の10行程度にまとめること．

講演申込 https://www.jim.or.jp/convention/2020autumn

講演概要原稿 不要

参加費および講演聴講

◯ 発表者，共同研究者および指導教員の参加費を免除し，講演大会の発表を聴講できる．

◯ 希望があれば，高校生・高専ポスター発表の関係者(親，友人) 5 名程度までの参加費を免除し，講演大会の発表を聴講することがで

きる．

◯ 指導教員は，事前に参加者リストを提出する．(別途用紙を送付予定)

◯ 指導教員宛てに，参加証およびプログラム(参加者リスト数)各 1 部を事前送付する．

問合せ・連絡先公益社団法人日本金属学会 講演大会係

 0222233685 FAX% 0222236312 Email: annualm＠jim.or.jp

◇ ◇ ◇





広 告 料 金

掲載場所 頁 掲載料金

普通頁 後付 1 70,000円

1/2 40,000円

○展示会出展社様は，50OFF．

○上記の料金には消費税は含まれておりません．

○原稿制作費は別途ご請求させていただきます．
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第回 World Materials Day Award 募集

材料系国際学協会連携組織である IOMMMS(International Orga-

nization of Materials, Metals and Minerals Societies)では，国際連

携活動の一環として，材料系分野のプレゼンス向上のため World

Materials Day を制定し(毎年11月の最初の水曜日)，この日に世界

同時に，「材料に関する知識とその重要性を社会や若者に啓発する

活動」に貢献があった学生を顕彰しております．本年は，11月 4

日(水)に顕彰いたします．つきましては，作品の展示・発表および

審査は本年の秋期講演大会時に行います．沢山のご応募をお待ちし

ております．

募集要項

. 対象となる活動次の 3 部門で募集します．

第 1 部門社会における材料の重要性を示すホームページ

第 2 部門学園祭やキャンパスオープンデー等での該当する展示

物，作品等

第 3 部門その他(材料教育プロジェクト，青少年対象の材料実

験等)

. 応募資格者

日本在住の学部学生，修士課程大学院生(グループも可)．高校

生・高専学生も可

日本金属学会の会員でなくても応募できるが授賞決定後には会

員になることが望ましい．

. 展示方法

日本金属学会秋期講演大会(2020年 9 月16～18日，富山大学)

において，応募作品を展示する．

展示場への作品の搬入および搬出は応募者が行う．

展示パネルと電源は準備しますがそれ以外の備品などは応募者

各自が準備すること．

. 審査方法

審査員は理事会で決定し，展示場で審査する．

審査の観点材料啓発活動への寄与度，内容の新鮮さ，表現

力，意欲などの個別項目を 5 点法で採点し総合点で審査する．

. 授賞

◯ World Materials Day Award

優秀作品 1 作品(または 1 グループ) 副賞 5 万円

◯ 各部門賞各部門 1 作品に表彰，賞状のみ．

贈呈は World Materials Day に受賞者の所属する機関で行う．

. 応募要領

メールによる申込み記載事項(応募者名，住所，所属，作品

名，応募分野・部門，展示方法(web，実物，写真，ビデオ

等)，展示必要スペース・重量などを明記して応募下さい．

申し込み 下記アドレス宛にお申込下さい．

(応募様式はホームページからダウンロード下さい)

応募期間年月日～月日

. 参考

昨年の受賞者による体験記事を「まてりあ」に紹介しております

ので，ご参考にして下さい(まてりあ59巻 2, 4 号)．

申込・問合先 〒9808544 仙台市青葉区一番町 11432

(公社)日本金属学会 World Materials Day 募集係

 0222233685 FAX% 0222236312

Email: gaffair＠jim.or.jp

年秋期講演大会
機器・書籍・カタログ展示会出展募集

大会プログラム広告・大会ホームページバナー広告募集

2020年 9 月16日(水)～18日(金)の 3 日間，富山大学五福キャン

パスにて開催される秋期講演大会会場内で機器・書籍およびカタロ

グの有料展示会を開催いたします．あわせて講演大会プログラム掲

載の広告の募集もいたします．

■機器・書籍展示

研究開発用機器，書籍，ソフトウェア等の出展を募集します．

1 小間 間口1,800 mm，奥行き900 mm(予定)

展示台(テーブル)，椅子をご用意します．

＊電源を使用する場合は，予め必要電気容量(W)をお

知らせ下さい．

出展料金 機器展示1 小間140,000円(税別)

書籍展示1 小間90,000円(税別)

申込締切 2020年 8 月 5 日(水)

■カタログ展示

展示部数 2 点(A4 サイズ，8 頁以内)につき，30部以内

出展料金 2 点につき30,000円(税別) (1 点増すごとに10,000円

(税別)追加)

申込締切 2020年 8 月 5 日(水)

■講演大会プログラム広告

発行予定日 2020年 9 月 1 日

原稿寸法 A4 版 1P 天地260 mm×左右180 mm

1/2P 天地125 mm×左右180 mm

入稿形態 完全データ(グレースケール)

申込締切 2020年 7 月30日(木)

原稿締切 2020年 8 月 5 日(水)

■講演大会ホームページ・バナー広告

掲載期間 2020年 5 月末～(会期終了後もアーカイブで閲覧できま

す．）

アクセス数 160,000アクセス(約 2 カ月，前回参考数値)

サイズ タテ80ピクセル×ヨコ160ピクセル(静止画)

データ形式 静止画 PNG(.png)，JPEG(.jpg)，GIF(.gif)．リンク

先アドレスも合わせてご指定下さい．

バナーデータ入稿(＋リンク先指定)後，1 週間程度で

掲載させて頂きます．

掲載料金 1 枠50,000円(税別)(本会維持員様，展示会出展社様，

プログラム広告掲載会社様は50OFF．※バナーデー

タ制作費は別途です．

申込最終締切 2020年 8 月13日(木)

■申込・問合先

〒1040061 東京都中央区銀座 7124(友野本社ビル 7F)

株式会社 明報社 担当 月岡太郎

 0335461337(代) FAX% 0335466306

Email: tsukioka＠meihosha.co.jp

URLhttp://www.meihosha.co.jp/
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各種学術賞，奨励金等候補者推薦について

本会は下に示す各種の学術賞や奨励，助成等の候補の推薦者に指

定されており，積極的な推薦を行なっております．会員各位にはこ

れらの候補として適当と思われる方の推薦または自薦をお願いいた

します．

推薦または自薦は次の各号によるものとします．

1.推薦または自薦の資格は，本会会員とする．

2.推薦または自薦に際しては，各学術賞等の所定の書式の推

薦書及び資料を提出する．

3.推薦または自薦の期限は，原則として各学術賞等の推薦締

切の 2 ヶ月前とする．

推薦又は自薦しようとするときは「○○賞に推薦(自薦)」と明記

の上，上記 3. の期限までに，各学術賞等の所定の推薦書及び資料

を添えて，本会事務局までお申し出下さい．書類審査の後，理事会

で推薦を決定いたします．

送信・問合せ先〒9808544 仙台市青葉区一番町 11432

(公社)日本金属学会

 0222233685 Email: secgnl＠jim.or.jp

本会が推薦者に指定
されている各種学術賞等 募集者

各賞等の推薦締切
(2018年の例)
(本会締切は
2 ヶ月前)

文部科学大臣表彰 科学技術賞，若
手科学者賞
http://www.mext.go.jp/

文部科学省 7 月27日

文部科学大臣表彰 創意工夫功労者賞
http://www.mext.go.jp/

文部科学省 9 月30日

日本学術振興会賞
https://www.jsps.go.jp/jsps-prize/

日本学術振興会 4 月 9 日

育志賞
http://www.jsps.go.jp/jikushiprize/

日本学術振興会 6 月10日

朝日賞
http://www.asahi.com/shimbun/
award/asahi/

朝日新聞社 8 月25日

日本産業技術大賞
http://corp.nikkan.co.jp/p/honoring/
nihonsangyogijyutsutaishou

日刊工業新聞社 1 月31日

東レ科学技術賞，東レ科学技術研究助成
http://www.toray.co.jp/tsf/

東レ科学振興会 10月10日

本多記念賞，本多フロンティア賞，
本多記念研究奨励賞
http://hondakinenkai.or.jp/

本多記念会 9 月14日

大河内賞
http://www.okochi.or.jp/hp/top.html

大河内記念会 8 月12日

全国発明表彰
http://koueki.jiii.or.jp/hyosho/top/
hyosho_top.html

発明協会 8 月31日

地方発明表彰
http://koueki.jiii.or.jp/hyosho/top/
hyosho_top.html

発明協会 3 月29日

井上学術賞
http://www.inouezaidan.or.jp/f01.html

井上科学振興財団 9 月20日

井上春成賞
http://inouesho.jp/

科学技術振興機構 2 月28日

岩谷直治記念賞
http://www.iwatanifoundation.or.jp/

岩谷直治記念財団 8 月31日

浅田賞，三島賞
https://www.isij.or.jp/commendation/

日本鉄鋼協会 9 月30日

風戸賞
http://www.kazato.org/application/

風戸研究奨励会 10月21日

風戸研究奨励賞
http://www.kazato.org/application/

風戸研究奨励会 12月 9 日

グリーン・サステイナブルケミストリー賞
http://www.jaci.or.jp/gscn/page_03.html

新化学技術推進協会 11月18日

工学教育賞
https://www.jsee.or.jp/award/

日本工学教育協会 7 月13日

KONA 賞，研究助成，援助
http://www.kona.or.jp/jp/

ホソカワ粉体工学振
興財団 7 月20日

本会が推薦者に指定
されている各種学術賞等

募集者

各賞等の推薦締切
(2018年の例)
(本会締切は
2 ヶ月前)

サー・マーティン・ウッド賞
http://www.msforum.jp/about_sir_martin/

ミレニアム・サイエ
ンス・ファーラム 8 月 1 日

新機械振興賞
http://www.jspmi.or.jp/tri/prize/
index.html

機械振興協会 5 月31日

素形材産業技術賞
https://sokeizai.or.jp/japanese/
award/skill_h22.html

素形材センター 5 月20日

日本塑性加工学会賞
http://www.jstp.jp/about/award/

日本塑性加工学会 8 月27日

日本溶接協会 貢献賞，技術賞，溶
接注目発明賞
https://www.jwes.or.jp/jp/somu/
award/index.html

日本溶接協会 11月11日

熱・電気エネルギー技術に関する研
究助成
http://www.teet.or.jp/08_4.html

熱・電気エネルギー
技術財団 10月28日

藤原賞
http://www.fujizai.or.jp/index.htm

藤原科学財団 12月20日

報公賞，工学研究奨励援助金
http://www.hattorihokokai.or.jp/

服部報公会 5 月10日

睦賞
http://www.jsndi.jp/honor_award/

日本非破壊検査協会 12月31日

山崎貞一賞
http://www.mst.or.jp/Portals/0/
prize/index.html

材料科学振興財団 4 月30日

山田科学振興財団研究援助
http://www.yamadazaidan.jp/jigyo/
kenkyu.html

山田科学振興財団 2 月24日

欧文誌編集委員会からのお知らせ

特集企画の投稿募集

下記テーマに関する特集企画の投稿を募集いたします．

■Materials Science on Hypermaterials(ハイパーマテ

リアルの物質科学)

我が国で命名されたハイパーマテリアルは，準結晶や近似結晶な

ど，高次元空間で統一的に記述される物質群をさす．最近，ハイパ

ーマテリアルの構造と物性に関して，我が国を中心に組織的な学融

合研究が展開されており，ハイパーマテリアルに関する我々の理解

が大きく進展しつつある．本特集号では，ハイパーマテリアル分野

の更なる発展に向けて，ハイパーマテリアルの構造，物性，応用に

関する，様々な分野からの実験・理論・計算・データ科学の最新の

論文を広く募集します．

上記テーマに関する特集を，Materials Transactions 62巻 3 号

(2021年 3 月発行)に予定しております．多数ご投稿下さいますよ

うお願いいたします．

掲載予定号 第62巻第 3 号(2021年)

原稿締切日 2020年 9 月 1 日(火)

投稿に際しては，日本金属学会欧文誌投稿の手引・執筆要領(本

会 Web ページ)に従うこと．

通常の投稿論文と同様の審査過程を経て，編集委員会で採否を決

定する．

著者は，投稿・掲載費用をご負担願います．

問合せ先 〒9808544 仙台市青葉区一番町 11432

(公社)日本金属学会欧文誌編集委員会

 0222233685 FAX% 0222236312

Email: editjt＠jim.or.jp



 　　　　　　本 会 記 事

年度に終了した研究会成果報告

No. 76「高温変形の組織ダイナミクス研究会」
成果報告書
活動期間2015年 3 月～2020年 2 月(5 年間)

研究会代表世話人佐藤裕之(弘前大学)

. 研究会活動目的

高温での合金の変形特性は，変形速度依存性を持ち，複雑な挙動

を示す．この複雑な挙動を整理するために，いわゆる定常状態に注

目して特性を整理し理解する試みが続けられ，多くの知見が得られ

てきた．一方で従前より，定常状態が現れない場合があることもよ

く知られており，高温では材料の組織と力学応答が時々刻々変化

し，それらがダイナミックに相互作用を起こしていることも明らか

である．高温における変形と破壊の様相を理解し社会に還元するた

めには，動的に変化する組織と力学的挙動の関係を系統的に明らか

にする必要がある．近年の力学挙動の評価技術や材料学的組織解析

技術は飛躍的な発展を遂げており，本研究会では，各研究グループ

が得意とする実験手法によって得られるさまざまな情報を共有し，

高温における力学的挙動と組織変化の相互作用をより深く理解する

ための情報交換と討論の場を提供することを目的として活動する．

. 研究会活動概要(実施状況・研究会成果等)

研究会の実施状況毎年 1 回，計 5 回開催した．開催の状況お

よび基調講演は下の通りである．活動目的に沿って，研究グループ

の得意とする研究手法等について情報交換と討論を行うことができ

たと考えている．

2015年 8 月23～25日 青森県弘前市 発表25件(内基調講演 2

件)/参加40名

通常型クリープ曲線を構成する微分方程式の発見 弘前大・佐

藤裕之

超微細粒材における変形に伴う組織変化の Insitu XRD 測定

兵庫県立大・足立大樹

2016年 8 月29～29日 神奈川県箱根町 発表25件(内基調講演 2

件)/参加40名

マイクロピラー変形―高温構造材料の新しい研究手法として

京大・乾 晴行

高 Cr フェライト系耐熱鋼の高温強度と組織ダイナミクス 九

大・光原昌寿

2017年 9 月19～21日 愛知県蒲郡市 発表24件(内基調講演 2

件)/参加40名

高強度シリサイド相および高耐酸化性アルミナイド相の導入を

目指した耐火金属基 bcc 固溶体合金の組成設計 北大・三浦

誠司材料組織の不均一性とクリープ強度 名大・村田純教

2018年 9 月 5～7 日 佐賀県武雄市 発表18件(内基調講演 2

件)/参加43名

NIMS における長時間クリープ試験研究 NIMS・澤田浩太

計算状態図を基に設計した耐熱アルミニウム合金の組織制御

名大・高田尚記

2019年 9 月23～25日 石川県金沢市 発表22件(内基調講演 2

件)/参加45名

Insitu XRD 測定による高温変形中における微細組織変化の解

析 兵庫県立大・足立大樹

CuBe 系合金の時効析出と寸法変化 金沢大・門前亮一

. 成果の公表先会誌投稿予定

. 研究会世話人

佐藤裕之(弘前大)，中島英治(九大)，佐藤英一(宇宙研)，

辻 伸泰(京大)，三浦誠司(北大)

◇ ◇ ◇

〈公募類記事〉
無料掲載募集人員，締切日，問合先のみ掲載．
有料掲載1/4頁(700～800文字)程度．
「まてりあ」とホームページに掲載15,000円＋税
ホームページのみ掲載 10,000円＋税

〈その他の記事〉 原則として有料掲載．
原稿締切・掲載号毎月 1 日締切で翌月号 1 回掲載
原稿提出方法　電子メールと FAX 両方(受け取りメールの確

認をして下さい)
原稿送信先 FAX% 0222236312 Email : materia＠jim.or.jp

◇京都大学大学院工学研究科 材料工学専攻 教員公募◇

職 種 准教授 名

所 属 京都大学大学院工学研究科 材料工学専攻 材料物性学

講座 構造物性学分野(吉田キャンパス)

職務内容 構造物性学分野における教育と研究，ならびに材料工学

専攻の運営にかかわる業務．

募集人材 構造用金属材料を主たる対象に，固相反応(相変態・析

出・再結晶)による組織制御・組織形成原理と，ミク

ロ・ナノ組織と力学特性の相関に関する教育研究を実践

できる人材．

任 期 なし

応募資格 1) 該当分野またはその関連分野で博士の学位を有する

こと．

2) 該当分野で研究を進めるための優れた能力があるこ

と．

3) 日本語および英語で，専門科目の講義や大学院生の

研究指導を担当できること．

着任時期 2020年12月 1 日以降の出来るだけ早い時期(相談させて

いただきます)

提出書類 下記の提出書類をすべて PDF 形式の電子ファイルとし，

CDROM や USB メモリなどの電子媒体で提出するこ

と．封筒に，「教員公募(先端材料機能学講座)」と朱書

きし，書類の送付には簡易書留，レターパックもしくは

各社の宅配便など，配達記録が残る方法で提出して下さ

い．

(1) 履歴書(任意形式)

(2) 研究業績概要(A4 版 2 枚以内)

(3) 研究業績リスト(原著論文(英文，和分別リストDOI があ

る場合は記入)，国際会議プロシーディング，解説・総

説，著書，特許)

(4) 主要論文 3 編以内の別刷り

(5) 今後の研究計画，教育活動に関する抱負(A4 版 1 枚以内)

応募締切 年月日

選考方法 書類審査のうえ，面接により選考を行います．面接の詳

細は候補者に別途連絡します．

問合せ先 京都大学大学院工学研究科材料工学専攻

専攻長 中村裕之

Email: application2001＠mtl.kyotou.ac.jp
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会報編集委員会からのお知らせ

「まてりあ」第巻(年)第号からの表紙デザイン募集

本会報「まてりあ」は，来年(2021年)で創刊60年を迎えます．これを記念して，まてりあ編集委員会では，来年(第60巻第 1 号)から本誌

の表紙を変更することといたしました．表紙デザインは公募により多くの作品を募集したいと考えております．募集要項は下記の通りです．

本会のホームページ(https://data.jim.or.jp/jim/hyoshi/)でもご案内しております．多くの作品のご応募を心よりお待ちしております．

なお，選考の結果，入選作がない可能性もあることを申し添えます．

会報編集委員会 委員長 大塚 誠

「まてりあ」表紙デザイン募集要項

「まてりあ」語源ラテン語の Materia で，英語の Matter,

Material の語源であり，材料，題材，

源，機能などを意味する．

. 応募資格 会員，非会員を問わない

. 締め切り 年月日必着

. 賞 金 入選20万円(1 点)

. 著 作 権 入選作品は本会に帰属する

(採用デザインの使用期間中はデザイン者の氏名を

目次に記載する)

. 作品について

◯ 作品寸法表 紙A4 版(縦298 mm×横210 mm)

背表紙A4 版(縦298 mm×横 3 mm 程度)

◯ 誌名「まてりあ」の現ロゴはデザインの一部に含めても良い

◯ 印刷形態カラー印刷

◯ 応募には，出力見本(原本)およびデジタルファイルを提出

する(応募作品は返却いたしません)

◯ 未発表オリジナルの作品に限る

(他者の著作権を侵害しないことを確認すること)

◯ 必要事項は下記の通りで，記入箇所を指定する

表 紙

a) まてりあ，Materia Japan

b) 発行年，巻数，号数2021年第60巻第 1 号

or Vol. 60 No. 1 2021

c) 　日本金属学会会報2021年 1 月 1 日発行(毎月 1 回 1 日発行)

Vol. 60 No. 1 ISSN 13402625 〈ポイント使用〉

d) MTERE2 60 (1) 1～60 (2021) 〈ポイント使用〉

e) 本会の URL

https://jim.or.jp/

https://www.jim.or.jp/journal/m/(オンラインジャーナル)

f) 主な記事題目スペース

(掲載記事の題目を20文字で挿入するスペース最大 9 行程度)

〔例〕

金属素描 ～ナトリウム～

特集「磁歪・逆磁歪材料の基礎と振動発電への応用」

科学・技術と社会の関係を考える

―1. 科学・技術から科学技術へ―

講義ノート 焼結の基礎―理論的背景から実際まで―

．通電支援焼結の展開

新技術・新製品

新企画 思い出の教科書，この 1 冊

g) 表紙写真スペース (掲載記事の中の写真を挿入するスペースデザインの一部に加える)

挿入写真の大きさは，最小で，縦mm，横mm を必要とする

背表紙(縦文字)

a) まてりあ

b) 第60巻 第 1 号(1～60)

c) 日本金属学会

d) 2021

. 作品提出先 〒9808544 仙台市青葉区一番町 11432 (公社)日本金属学会 会報編集委員会

 0222233685 Email: matekoubo＠jim.or.jp

https://data.jim.or.jp/jim/hyoshi/ からも応募ができます

. 応募者情報 お名前(ふりがな)，ご連絡先(住所，電話番号，Email アドレス)をご記入下さい

. 作品のテーマまたはイメージをご記入下さい

. URL https://data.jim.or.jp/jim/hyoshi/

「日本金属学会について」https://jim.or.jp/INTRO/intro_index.html

「まてりあ」について https://jim.or.jp/PUBS/materia/m_index.html
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日 本 金 属 学 会 誌 掲 載 論 文

Vol. 84, No. 6（2020）

―オーバービュー―

熱力学を活用した酸化物・化合物層形成のための水溶
液電気化学プロセス設計 伊o昌伸

―論 文―

温間多軸鍛造 AZ80F マグネシウム合金の組織と機
械的性質 小林正和 余田悠輔 青葉知弥 三浦博己

航空機用 Ti5Al2Sn2Zr4Mo4Cr 鍛造材のミクロ
組織と疲労特性の関係

田中沙季 赤堀俊和 新家光雄 仲井正昭

多軸鍛造加工を施した AlMgSc 合金の変形挙動の
温度依存性 山崎隼輔 澤 秀太郎 渡邊千尋

門前亮一 青葉知弥 三浦博己

Materials Transactions 掲載論文

Vol. 61, No. 6（2020）

―Regular Article―
Materials Physics
The Atomic Defect Relaxation Processes in the Ti
Mo Alloys Z. C. Zhou, Y. F. Yang, J. Du, S. Y. Gu,

X. B. Zhu, Y. J. Yan and M. Sun

PressureComposition Phase Diagram of FeNi
Alloy Yuichi Akahama, Yuki Fujimoto,

Tomoyuki Terai, Takashi Fukuda, Saori Kawaguchi,

Naohisa Hirao, Yasuo Ohishi and Tomoyuki Kakeshita

Atomic Simulations of Interactions between Edge
Dislocations and a Twist Grain Boundary in Mg
Naoki Miyazawa, Shunya Suzuki, Masakata Hakamada and

Mamoru Mabuchi

Microstructure of Materials
Effects of Carbon Concentration Change on
Growth of Compound Layer in Surface of Nitrided
Steel Takahide Umehara and Masato Yuya

Microstructure Analysis of Quenched Semi-Solid
A356 Aluminum Alloy Slurry by Using Weck's
Reagent

Simin Lei, Li Gao, Yohei Harada and Shinji Kumai

Kinetic Analysis for Contribution of Interface
Reaction to Migration of g/a Interface in Binary
FeC System

Tatsuya Nakagaito, Minho O and Masanori Kajihara

Precipitation of Titanium in Titanium Carbide
Particles Dispersed in Titanium Matrix Compo-
sites Synthesized from TiCN System Powder
Mixtures Using Arc-Melting Method

Hiroshi Tsuda, Tomoatsu Ozaki and Shigeo Mori

Mechanics of Materials
Strain Softening of Siltstones in Consolidation
Process Nana Kamiya, Feng Zhang, Junichi Fukuoka,

Yushi Kato and Weiren Lin

Sliding-Wear Properties of Electro-Deposited
Films with Cu and Pulse-Plated Ni Multi-Layers

Hiroyuki Hagiwara, Kohei Nakamura, Yoshihisa Kaneko

and Makoto Uchida

Creep-Fatigue Damage for Boiler Header Stub
Mock-Up Specimen of 47Ni23Cr23Fe7W Alloy

Naoki Yamazaki, Kyohei Nomura and Keiji Kubushiro

Materials Chemistry
Surface-Modified Layer Formed by Plasma Nitrid-
ing Using Chromium Screen

Naoya Toshioka and Akio Nishimoto

Effect of Machining on the Oxide Film Formation
of Austenite Stainless Steel in 300°C High Temper-
ature Water Wenxi Ti, Huanchun Wu, Chengtao Li,

Guodong Zhang, Fei Xue and Xitao Wang

Photoluminescence from Anodic Aluminum Oxide
Formed via Etidronic Acid Anodizing and Enhanc-
ing the Intensity Tatsuya Kikuchi, Shunta Akiya,

Kaito Kunimoto, Ryosuke O. Suzuki and Shungo Natsui

Engineering Materials and Their Applications
In-Situ Measurement of Internal Stress Distribu-
tion Change of TT600 by Energy-Dispersive X-ray
Diffraction with White X-ray Micro Beam

Takashi Doi, Manabu Kanzaki, Yasuhiro Masaki,

Tomotaka Miyazawa and Masugu Sato

Corrosion Behavior and Bacterial Viability on
Different Surface States of Copper
Masaya Shimabukuro, Tomoyo Manaka, Yusuke Tsutsumi,

Kosuke Nozaki, Peng Chen, Maki Ashida, Akiko Nagai and

Takao Hanawa

Influence of Isothermal Annealing on Mechanical
Properties of Cu-Clad Al Wire

Takeshi Kizaki, Minho O and Masanori Kajihara

Environment
A New Criterion for Decision-Making in Mesh
Simplification of 3D-Scanned Objects Used in Dis-
crete-Element Modelling

Jun Katagiri and Shigeki Koyanaka

Using Grain Refiner Al3Ti0.3C to Improve Al-
Water Reaction Rate and Yield

DongDong Zhou and Jun Fan

―Express Rapid Publication―
Non-Basal Dislocation Nucleation Site of Solid
Solution Magnesium Alloy
Hidetoshi Somekawa, Dudekula Althaf Basha, Alok Singh,

Tomohito Tsuru and Masatake Yamaguchi

Announcement





(2020年 3 月21日～2020年 4 月20日)

正 員

赤 田 亮 太 アイシン精機株式会社

飯 田 祐 介 長野県工科短期大学校

唐 沢 秀 行 長野県工業技術総合センター

林 田 知 子

村 上 　 元 日立金属株式会社

学 生 員

安 部 博 幸 愛媛大学

神 谷 恭 平 群馬大学

坂 本 雅 史 熊本大学

田 村 純 子 東京工業大学

濱 島 　 隼 関西大学

古 川 友 貴 九州大学

山 本 浩 司 金沢工業大学

外国一般会員

Uan JunYen

National Chung Hsing University

Wang Qinying

Southwest Petroleum University

ZHAO Zhongyu

Xi'an University of Architecture and Technology

外国学生会員

Liu Renjun University of Macau Mirzaei Bahram 茨城大学 XUHUI DENG 芝浦工業大学

◇ ◇ ◇

まてりあ第巻号 予告

［金 属 素 描］インジウム

特集企画「金属学的アプローチによる触媒材料設計」

［新 進 気 鋭］次世代電子デバイス用カルコゲナイド系相変化材

料の研究 ……………………………………齊藤雄太

―他―

(編集の都合により変更になる場合がございます)

◇ ◇ ◇

〈訂 正〉

まてりあ 59巻(2020) 第 5 号 229頁

シリーズ「金属素描」 No. 9 ガリウム(Gallium) 東北大学 森戸春彦

下記文章に誤りがありましたので，訂正いたします．

左段 1 行目

(正) 1869年，ロシアの化学者メンデレーエフは・・・

(誤) 1869年，フランスの化学者メンデレーエフは・・・

ま て り あ
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公益社団法人 日本金属学会 年度決算

正 味 財 産 増 減 計 算 書

2019年 3 月 1 日から2020年 2 月29日まで (単位円)

科 目 当 年 度 前 年 度 増 減 備 考

 一般正味財産増減の部

1. 経常増減の部

経常収益

特定資産運用益 25,098,559 25,098,091 468
特定資産受取利息 25,098,559 25,098,091 468
退職給付引当資産 693,263 693,223 40

減価償却引当資産 74 54 20

刊行事業資金 6,390,499 6,390,499 0

刊行事業拡充賛助寄付資金 1,280 1,280 0

講演会・講習会事業資金 5,991,650 5,991,650 0

講演会・講習会事業拡充資金 0 162 －162

調査・研究事業資金 5,290,464 5,290,464 0

調査・研究事業拡充資金 305 0 305

国際学術交流資金 1,734,000 1,734,000 0
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公益社団法人日本金属学会 年度事業報告

(自 2019年 3 月 1 日 至 2020年 2 月29日)

2019年度の事業の概要は，次の通りである．(詳細は本会ホームページ/情報公開を参照のこと．）

◯2019年度は公益社団法人に移行した 7 年目の事業年度であり，定款に定める公益目的事業を推進した．

◯刊行事業では，会報は月平均68頁で，冊子体は5,500部を刊行するとともに，電子ジャーナルを刊行した．魅力ある会報に

受けた取り組みを推進し，「金属素描」と「金属なんでもランキング」の各号交互掲載，巻頭読み物記事および「先達か

らのお便り」並びに「スポットライト」の掲載を継続した．さらに，新企画の「思い出の教科書，この 1 冊」および「科

学館めぐり」の掲載を開始した．会誌は月平均39頁で，オンラインジャーナルを刊行した．なお，冊子体は290部を発行し

た．また，フリーアクセス，投稿・審査の無料，Graphical Abstract 掲載および Advance View を継続した．欧文誌

Materials Transactions は平均219頁で，オンラインジャーナルを刊行した．なお，冊子体は190部を発行した．特集および

Overvie 並びに Review の増強を継続し，JSTAGE へのお勧め論文掲載，各号公開やフリーダウンロード可能となった論

文のメール配信，高被引用論文のメール配信，依頼 Overview や被引用の見込まれる論文のフリーダウンロード化，投稿・

審査料の追加費用によるフリーダウンロード化，Graphical Abstract の必須化を継続した．特集は11件を掲載した．また，

新たに和文誌掲載論文の英訳論文のフリーダウンロード化を開始した．

◯講演会・講習会事業では，春期講演大会を東京電機大学東京千住キャンパスにて，講演件数678件，参加者数1,273名で開

催し，秋期講演大会を岡山大学津島キャンパスにて，講演件数1,042件，参加者数1,580名で開催した．公募シンポジウムは

春期講演大会で 7 テーマ，秋期講演大会で 8 テーマと活発に開催した．企画シンポジウムは春期講演大会で 1 テーマ，秋

期講演大会で 3 テーマ開催した．秋期講演大会の企画シンポジウムの 1 件は，自動車技術会・日本鉄鋼協会と合同で開催

した．秋期講演大会では第 2 回高校生・高専学生ポスターセッションを開催した．また，春期講演大会に合わせて第 5 回

企業説明会を開催した．ランチョンセミナーの開催を継続した．講演大会委員会では，一般講演のセッションの大括り化改

編および分野の 9 分野への再編を実施した．金属学会シンポジウムは 2 テーマ開催した．支部では，55件の講演会・講習

会を開催し，講演会・講習会事業の積極的な推進を継続した．

◯調査・研究事業では，9 分科への分科再編を実施した．新規研究会を 1 件採択し，10の研究会が活動を行った．若手研究グ

ループを 2 件採択し，6 件の研究グループが活動を行った．さらに，日本金属学会フロンティア研究助成の募集を開始し

た．支部では35件の研究会，8 件の見学会を開催した．男女共同参画委員会では，講演大会会場におけるランチョンミーテ

ィングおよび女性会員の集いの開催を継続した．国際連携活動では IOMMMS との World Materials Day Award 授賞およ

び TMS との JIM/TMS Young Leader 相互派遣，KIM との大会への相互表敬訪問および主催での KIMJIM 共同シンポジ

ウム開催を実施した．

◯表彰・奨励事業では，春表彰10件，秋表彰12件を授賞した．名誉員 2 名を推戴し，フェロー 1 名を認定した．各種賞の見

直しを行い，2020年度から施行することを決定した．支部でも主に若手を対象とした19件の授賞を実施した．

◯庶務では，セルフガバナンスの推進に努めた．定時社員総会を開催し，理事会はほぼ 2 ヶ月ごとに開催し，業務執行理事

による業務執行報告を行なった．法令で定められた申請書類や定期提出書類を提出した．また，地区別の代議員の定数を見

直すとともに，代議員および役員はその全数を 2 年毎に改選することを決定した．さらに，会費前納による終身会員の制

度を創設することを決定した．

◯会計では，公益法人の財務 3 基準である，収支相償，公益目的事業比率，遊休財産額保有上限額をいずれも達成した．な

お，本年度は会費収益の65を公益目的事業に配賦した．また，国際会議開催準備資金100万円および研究助成事業のため

の調査・研究事業拡充資金2,000万円を積み増した．





科 目 当 年 度 前 年 度 増 減 備 考

国際会議開催準備資金 53 28 25

表彰・奨励事業資金 1,050,000 1,050,000 0

学会賞資金 235,501 235,501 0

研究技術功労賞資金 119,000 119,000 0

奨励賞・奨学賞等資金 841,950 841,950 0

谷川・ハリス賞資金 255,000 255,000 0

増本量賞資金 595,000 595,000 0

村上賞資金 1,900,520 1,900,280 240

受取入会金 124,000 106,000 18,000
受取入会金 124,000 106,000 18,000

受取会費 68,083,792 69,655,225 －1,571,433
正員受取会費 33,118,703 34,343,348 －1,224,645 会員数減

学生員受取会費 3,580,215 3,389,842 190,373

維持員受取会費 30,191,667 30,743,055 －551,388 口数減

外国会員受取会費 1,193,207 1,178,980 14,227

事業収益 106,078,315 105,244,840 833,475
刊行事業収益 64,094,240 62,210,113 1,884,127
会報購読費収益 2,831,463 2,155,907 675,556 前受金増

会誌購読費収益 6,704,943 6,624,886 80,057

欧文誌購読費収益 13,698,928 9,860,240 3,838,688 購読増，前受金増

会報別刷等収益 4,251,112 3,484,904 766,208 別刷増

会誌別刷・審査収益 979,440 1,930,824 －951,384 掲載数減

欧文誌別刷・審査収益 27,437,248 27,227,518 209,730

刊行事業広告収益 4,247,728 6,733,800 －2,486,072 広告減

講座・現代の金属学収益 1,759,558 1,991,902 －232,344

金属化学入門シリーズ収益 1,938,152 1,964,602 －26,450

単行本収益 245,668 235,530 10,138

講演会・講習会事業収益 40,850,075 37,809,727 3,040,348
講演大会参加費収益 23,134,000 18,550,200 4,583,800 秋期大会から概要ダウンロード化により参加費に集約

講演概要集収益 4,920,556 10,059,612 －5,139,056 秋期大会から概要集発行停止

講演大会懇親会参加費収益 925,000 921,000 4,000

分科会シンポジウム参加費収益 1,273,000 0 1,273,000 開催増

分科会シンポジウム予稿集収益 201,924 331,615 －129,691

セミナー参加費収益 0 1,440,611 －1,440,611 開催減

セミナーテキスト収益 32,799 122,580 －89,781

講演会・講習会事業広告収益 4,592,248 4,316,239 276,009

講演会・講習会事業収益 3,571,074 0 3,571,074 企業説明会を調査・研究事業から移管

講演会・講習会事業委託収益 348,774 437,433 －88,659

支部講演会・講習会事業収益 1,850,700 1,630,437 220,263

調査・研究事業収益 0 2,957,000 －2,957,000
調査・研究事業収益 0 2,957,000 －2,957,000 企業説明会を講演会・講習会事業に移管

表彰・奨励事業収益 1,134,000 2,268,000 －1,134,000
審査・投稿料収益 1,134,000 2,268,000 －1,134,000 新技術・新製品投稿数減

受取補助金等 1,400,000 1,230,000 170,000
受取国庫助成金 100,000 500,000 －400,000

受取地方公共団体補助金 1,250,000 0 1,250,000 おかやま観光コンベンション

受取地方公共団体助成金 50,000 730,000 －680,000 おかやま観光コンベンション

受取寄付金 0 0 0
受取寄付金 0 0 0

雑収益 465,400 452,183 13,217
受取利息 515 559 －44

雑収益 464,823 451,557 13,266

支部受取利息・雑収益 62 67 －5

経常収益計 201,250,066 201,786,339 －536,273
経常費用

事業費 160,084,106 161,477,632 －1,393,526
刊行事業費 83,384,390 87,021,747 －3,637,357
給料手当 26,296,208 25,912,297 383,911

退職給付費用 1,694,279 1,982,297 －288,018

福利厚生費 4,543,406 4,373,642 169,764

会報刊行費 32,110,946 30,509,019 1,601,927 ページ数増

会誌刊行費 4,163,376 6,039,185 －1,875,809 冊子カラー印刷廃止

欧文誌刊行費 13,933,686 16,385,192 －2,451,506 冊子カラー印刷廃止

学術図書類刊行費 642,489 1,820,115 －1,177,626 別刷増

講演会・講習会事業費 54,425,865 50,162,710 4,263,155
給料手当 15,777,724 15,547,379 230,345

退職給付費用 1,016,567 1,189,378 －172,811

福利厚生費 2,726,044 2,624,185 101,859

講演大会開催費 26,629,639 22,050,409 4,579,230 会場費増，企業説明会を調査・研究事業から移管

講演大会懇親会費 1,661,620 1,494,005 167,615

本多記念講演開催費 283,320 224,922 58,398
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科 目 当 年 度 前 年 度 増 減 備 考

金属学会シンポジウム開催費 849,716 197,287 652,429 開催増

セミナー開催費 302,566 1,841,496 －1,538,930 開催減

国際会議開催費 392,537 25,408 367,129

支部講演会・講習会開催費 4,786,132 4,968,241 －182,109

調査・研究事業費 12,567,340 14,330,721 －1,763,381
給料手当 2,629,621 2,591,230 38,391

退職給付費用 169,428 198,230 －28,802

福利厚生費 454,341 437,364 16,977

関連団体連携事業費 35,026 195,240 －160,214

日本工学会費 153,080 231,869 －78,789

材料戦略委員会費 3,000 15,000 －12,000

科研費委員会費 2,500 2,500 0

人材育成委員会費 135,840 15,000 120,840

男女共同参画委員会費 122,223 151,757 －29,534

調査研究委員会費 1,981,084 3,140,986 －1,159,902 企業説明会を講演会・講習会事業に移管

研究会費 3,030,243 2,362,887 667,356 研究集会増

研究助成費 2,500 0 2,500

企画委員会費 1,017,937 712,723 305,214

セルフガバナンス委員会費 2,500 2,500 0

国際学術交流委員会費 1,120,728 2,418,354 －1,297,626 会議減，派遣減

支部調査・研究事業費 1,707,289 1,855,081 －147,792

表彰・奨励事業費 9,664,645 9,917,778 －253,133
給料手当 2,629,621 2,591,230 38,391

退職給付費用 169,428 198,230 －28,802

福利厚生費 454,341 437,364 16,977

名誉員費 236,616 86,640 149,976

各種賞検討委員会費 1,520,522 1,505,708 14,814

学会賞費 874,324 876,393 －2,069

学術貢献賞費 6,565 37,091 －30,526

学術功労賞費 3,500 15,575 －12,075

技術賞費 72,555 75,422 －2,867

技術開発賞費 193,844 464,947 －271,103

金属組織写真賞費 129,359 57,167 72,192

研究技術功労賞費 369,642 426,445 －56,803

功績賞費 210,665 211,390 －725

功労賞費 4,180 13,236 －9,056

奨励賞・奨学賞等費 320,314 305,497 14,817

谷川・ハリス賞費 72,555 61,510 11,045

増本量賞費 207,838 411,094 －203,256

まてりあ賞 5,881 50,821 －44,940

村上賞費 1,301,820 1,448,355 －146,535

論文賞費 434,438 293,139 141,299

フェロー費 177,444 147,136 30,308

支部表彰・奨励事業費 269,193 203,388 65,805

貸倒引当損 41,866 44,676 －2,810
管理費 20,247,326 18,788,263 1,459,063
給料手当 5,259,239 5,182,458 76,781

退職給付費用 338,855 396,459 －57,604

福利厚生費 908,678 874,726 33,952

会議費 784,545 812,053 －27,508

旅費交通費 3,075,886 3,957,914 －882,028 会議減

通信運搬費 573,066 548,062 25,004

減価償却費 194,744 299,562 －104,818

消耗什器備品費 266,607 163,537 103,070

消耗品費 127,276 58,006 69,270

修繕費 0 43,200 －43,200

印刷製本費 893,204 19,411 873,793 刊行物の在庫減

光熱水料費 39,313 40,899 －1,586

賃借料 522,400 518,400 4,000

保険料 13,316 14,502 －1,186

諸謝金 20,046 20,046 0

租税公課 3,326,500 3,094,900 231,600

送金手数料 119,447 116,249 3,198

支払負担金 122,984 0 122,984

システム管理費 477,864 445,854 32,010

委託費 1,535,800 1,512,000 23,800

貸倒引当損 41,865 44,675 －2,810

雑費 1,605,691 625,350 980,341 貸倒増

経常費用計 180,331,432 180,265,895 65,537
評価損益等調整前経常増減額 20,918,634 21,520,444 －601,810
評価損益等 0 0 0
当期経常増減額 20,918,634 21,520,444 －601,810

 　　　　　　本 会 記 事





科 目 当 年 度 前 年 度 増 減 備 考

2. 経常外増減の部

経常外収益

経常外収益計 0 0 0
経常外費用

固定資産除却損 322,560 0 322,560

経常外費用計 322,560 0 322,560
当期経常外増減額 －322,560 0 －322,560

当期一般正味財産増減額 20,596,074 21,520,444 －924,370
一般正味財産期首残高 1,047,049,416 1,025,528,972 21,520,444
一般正味財産期末残高 1,067,645,490 1,047,049,416 20,596,074

．指定正味財産増減の部

特定資産受取利息 1,900,000 1,900,000 0

未経過償還差額金の償却額 30,380 30,380 0

刊行事業拡充賛助寄付金 50,000 150,000 －100,000

一般正味財産への振替額 1,900,000 1,900,000 0

当期指定正味財産増減額 80,380 180,380 －100,000
指定正味財産期首残高 446,813,166 446,632,786 180,380
指定正味財産期末残高 446,893,546 446,813,166 80,380

．正味財産期末残高 1,514,539,036 1,493,862,582 20,676,454

(注) 1. 小科目の対前年度比較30超かつ50万円超の増減の理由および補足説明を備考欄に記載した．

2. 人件費の配賦率は，刊行事業50，講演会・講習会事業30，調査・研究事業 5，表彰・奨励事業 5，法人会計10としている．

◇ ◇ ◇
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年度決算 貸借対照表

2020年 2 月29日現在 (単位円)

科 目 当 年 度 前 年 度 増 減

．資産の部
1. 流動資産

現金預金 102,577,707 104,123,718 －1,546,011
未収会費 2,791,165 2,978,497 －187,332
未収金 3,293,952 3,559,374 －265,422
貸倒引当金 －182,548 －193,857 11,309
前払金 1,038,352 754,817 283,535
棚卸資産 5,223,529 6,028,522 －804,993
その他流動資産 0 11,336 －11,336

流動資産合計 114,742,157 117,262,407 －2,520,250

2. 固定資産
特定資産

退職給付引当資産 71,845,421 68,456,864 3,388,557
減価償却引当資産 7,638,962 7,453,792 185,170
刊行事業資金 305,000,000 305,000,000 0
刊行事業拡充賛助寄付資金 128,500,000 128,450,000 50,000
講演会・講習会事業資金 306,500,000 306,500,000 0
国際会議開催準備資金 4,500,000 3,500,000 1,000,000
調査・研究事業資金 269,837,726 269,797,262 40,464
調査・研究事業拡充資金 50,000,000 30,000,000 20,000,000
国際学術交流資金 102,000,000 102,000,000 0
表彰・奨励事業資金 50,000,000 50,000,000 0
学会賞資金 11,510,000 11,510,000 0
研究技術功労賞資金 7,000,000 7,000,000 0
奨励賞・奨学賞等資金 54,000,000 54,000,000 0
谷川・ハリス賞資金 15,000,000 15,000,000 0
増本量賞資金 35,000,000 35,000,000 0
村上賞資金 103,883,546 103,853,166 30,380

特定資産合計 1,522,215,655 1,497,521,084 24,694,571

その他固定資産
什器備品 745,386 745,386 0

減価償却累計額 －640,430 －570,460 －69,970
リース 什器備品 5,279,904 5,279,904 0

減価償却累計額 －2,060,424 －1,180,440 －879,984

小計 什器備品 6,025,290 6,025,290 0
減価償却累計額 －2,700,854 －1,750,900 －949,954

ソフトウエア 8,234,160 9,201,840 －967,680
減価償却累計額 －6,998,532 －6,883,332 －115,200

リース ソフトウエア 1,185,840 1,185,840 0
減価償却累計額 －592,920 －355,752 －237,168

小計 ソフトウエア 9,420,000 10,387,680 －967,680
減価償却累計額 －7,591,452 －7,239,084 －352,368

電話加入権 50,300 50,300 0
敷 金 2,400,000 2,400,000 0

その他固定資産合計 7,603,284 9,873,286 －2,270,002

固定資産合計 1,529,818,939 1,507,394,370 22,424,569

資産合計 1,644,561,096 1,624,656,777 19,904,319

．負債の部
1. 流動負債

未払金 3,101,353 2,847,052 254,301
前受金 44,010,674 47,637,086 －3,626,412
預り金 7,232,212 6,923,641 308,571
リース債務 1,117,152 1,117,152 0
その他流動負債 0 0 0

流動負債合計 55,461,391 58,524,931 －3,063,540

2. 固定負債
リース債務 2,695,248 3,812,400 －1,117,152
退職給付引当金 71,845,421 68,456,864 3,388,557

固定負債合計 74,540,669 72,269,264 2,271,405

負債合計 130,002,060 130,794,195 －792,135

．正味財産の部
1. 指定正味財産 446,893,546 446,813,166 80,380

寄付金 446,893,546 446,813,166 80,380
(うち特定資産への充当額) (446,893,546) (446,813,166) (80,380)

2. 一般正味財産 1,069,424,590 1,047,049,416 87,173,536
一般正味財産 1,069,424,590 1,047,049,416 87,173,536

(うち特定資産への充当額) (1,003,476,688) (982,251,054) (21,225,634)

正味財産合計 1,514,559,036 1,493,862,582 20,696,454

負債及び正味財産合計 1,644,561,096 1,624,656,777 19,904,319

 　　　　　　本 会 記 事





公益社団法人 日本金属学会 年度収支予算書

2020年 3 月 1 日から2021年 2 月28日まで (単位円)

科 目 当 年 度 前年度予算額 増 減 備 考

 一般正味財産増減の部

1. 経常増減の部

経常収益

特定資産運用益 25,142,775 25,137,956 4,819
特定資産受取利息 25,142,775 25,137,956 4,819
退職給付引当資産 699,291 698,050 1,241

減価償却引当資産 1,491 1,113 378

刊行事業資金 6,391,250 6,391,250 0

刊行事業拡充賛助寄付資金 25,660 25,660 0

講演会・講習会事業資金 5,991,625 5,991,625 0

講演会・講習会事業拡充資金 4,166 4,166 0

調査・研究事業資金 5,290,464 5,290,464 0

調査・研究事業拡充資金 6,000 3,000

国際学術交流資金 1,734,000 1,734,000 0

国際会議準備資金 700 500

表彰・奨励事業資金 1,050,000 1,050,000 0

学会賞資金 235,503 235,503 0

研究技術功労賞資金 119,000 119,000 0

奨励賞・奨学賞等資金 842,625 842,625 0

谷川・ハリス賞資金 255,000 255,000 0

増本量賞資金 595,000 595,000 0

村上賞資金 1,901,000 1,901,000 0

受取入会金 110,000 110,000 0
受取入会金 110,000 110,000 0

受取会費 69,590,000 66,900,000 2,690,000
正員受取会費 34,300,000 35,200,000 －900,000 正員減

学生員受取会費 3,080,000 3,040,000 40,000

維持員受取会費 31,000,000 27,800,000 3,200,000 維持員増

外国会員受取会費 1,210,000 860,000 350,000
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公益社団法人 日本金属学会 年度事業計画書

(自 2020年 3 月 1 日 至 2021年 2 月28日)

2020年度の事業の概要は，次のとおりである．(詳細は本会ホームページ/情報公開を参照のこと．）

◯2020年度は，公益社団法人としての 8 年目の事業年度であり，引き続きセルフガバナンスに基づいて，公益目的事業を公

正かつ適切に推進する．

◯日本金属学会ビジョンおよび10年後の姿の実現に向けた諸施策を推進する．

◯刊行事業については，機関誌 3 誌の刊行を推進する．まてりあは，昨年立てた新企画を盛り込んだ編集計画を実行する．

具体的には，入門講座や講義ノート等の学術および技術並びに情報の記事を充実させる．さらに，金属および関連材料に関

する情報が知りたいときに必ず手に取る情報誌であることを実現させるために，誌面や記事構成の更新等を推進する．具体

的な対応策として，掲載記事構成の定型化を行い，これに簡潔な記事(研究室紹介，はばたく等)を散りばめていく．さら

に，編集委員の執筆記事を加えて，ページ数を増加させる．日本金属学会誌は，日本語で書かれた最新知見の発信や高度な

専門性のある提案・意見交流・学理追求の場として維持向上を図るために，積極的な投稿勧誘等およびレビューやオーバー

ビューの掲載を推進する．Materials Transactions は，日本の代表的な材料系英文論文誌でありつづけるよう，より一層高

度化するとともに，インパクトファクターの向上を目指し，Review や Overview の掲載や査読の厳格化等によって掲載論

文の質を向上させる．さらに，編集方針や投稿・査読プロセスを共同刊行学協会で統一するための編集の一本化を推進す

る．学術図書類は，既刊コンテンツのデジタル化および理数探求科目履修支援のためのコンテンツ制作を推進する．

◯講演会・講習会事業については，最新の研究や技術を発信し，大学・企業・研究所を越えた多様かつ多くの研究者や技術者

が集い交流する魅力ある講演大会を目指して，魅力ある公募ならびに企画シンポジウムの開催や他学協会との連携企画の拡

充等の施策を推進する．また，講演大会参加者の利便性を向上させるために，講演概要集の Web 化を推進する．さらに，

基礎から最新の研究や技術までを学べるセミナー・シンポジウムの開催や次世代を担う人材の教育と育成に貢献するととも

に，高校生・高専生が材料の魅力を理解するための機会を作る．

◯調査・研究事業については，我が国の材料科学を先導していくことを目指し，再編した分科による活動を推進する．また，

若手研究者の育成を目的として，若手研究グループへの研究活動助成を行い，新たに若手研究者への研究助成事業を開始す

る．さらに，金属および関連材料に興味を持つ若い世代を育てることを目指し，学校教育の支援や青少年向けイベントの開

催，若手交流等の人材育成に関する事業を拡充する．国際学術交流は，従来から推進している TMS および KIM との交流

等の推進に加えて，講演大会における国際セッションの開催を検討する．男女ともに学会で活躍できる環境作りのために男

女共同参画事業を行う．

◯表彰・奨励事業については，昨年度見直した各種賞の着実な実施を推進する．

◯庶務については，引き続き法令等および本会の定めに則り，公正かつ適切に行う．また，学会の活動を広く世間に周知する

ために，広報活動を推進する．

◯会計については，引き続き最新の公益法人会計基準および公益認定等ガイドライン等に則り，公正かつ適切に行う．





科 目 当 年 度 前年度予算額 増 減 備 考

事業収益 95,204,339 94,640,493 563,847
刊行事業収益 54,618,739 52,096,293 2,522,447
会報購読費収益 1,978,785 2,134,490 －155,705

会誌購読費収益 4,671,193 3,565,200 1,105,993 2019年度見込み

欧文誌購読費収益 10,737,453 10,072,480 664,973 2019年度見込み

会報別刷等収益 2,885,400 2,431,800 453,600

会誌別刷・審査収益 840,000 840,000 0

欧文誌別刷・審査収益 24,060,000 23,124,000 936,000 2019年度見込み

刊行事業広告収益 5,544,000 5,544,000 0

講座・現代の金属学収益 1,787,087 2,111,496 －324,409

金属化学入門シリーズ収益 2,067,267 2,036,867 30,400

単行本収益 47,555 235,960 －188,405

講演会・講習会事業収益 39,376,000 36,605,000 2,771,000
講演大会参加費収益 26,356,000 17,849,500 8,506,500 概要集ダウンロード化

講演概要集収益 0 8,914,700 －8,914,700 概要集ダウンロード化

講演大会懇親会参加費収益 1,030,000 740,800 289,200

金属学会シンポジウム参加費収益 900,000 900,000 0

金属学会シンポジウム予稿集収益 10,000 10,000 0

セミナー参加費収益 1,530,000 1,530,000 0

セミナーテキスト収益 30,000 30,000 0

講演会・講習会事業広告収益 3,930,000 3,870,000 60,000

講演会・講習会事業収益 3,400,000 0 3,400,000 企業説明会を調査・研究会事業から移管

支部講演会・講習会事業収益 1,630,000 2,200,000 －570,000 2018年度実績

講演会・講習会事業委託収益 560,000 560,000 0

調査・研究事業収益 0 3,520,000 －3,520,000
調査・研究事業収益 0 3,520,000 －3,520,000 企業説明会を講演会・講習会事業へ移管

表彰・奨励事業収益 1,209,600 2,419,200 －1,209,600
審査・投稿料収益 1,209,600 2,419,200 －1,209,600 新技術・新製品投稿料値下げ

受取補助金等 2,600,000 600,000 2,000,000
受取地方公共団体助成金 2,500,000 500,000 2,000,000 秋期講演大会助成

受取国庫助成金 100,000 100,000 0 雇用開発助成

受取負担金 0 0 0
受取負担金 0 0 0

受取寄付金 0 0 0
受取寄付金 0 0 0

雑収益 440,955 379,375 61,580
受取利息 560 800 －240

雑収益 440,325 378,275 62,050

支部受取利息・雑収益 70 300 －230

経常収益計 193,088,069 187,767,824 5,320,246
経常費用

事業費 181,112,484 174,714,980 6,397,504
刊行事業費 83,442,511 86,145,076 －2,702,565
給料手当 25,445,365 25,510,000 －64,635

退職給付費用 1,316,894 1,460,000 －143,106

福利厚生費 4,536,817 6,700,000 －2,163,183 前年度見積り過大

会報刊行費 26,681,485 26,678,076 3,409

会誌刊行費 3,953,141 3,905,524 47,617

欧文誌刊行費 14,843,809 15,352,576 －508,767 ページ数減

学術図書類刊行費 6,665,000 6,538,900 126,100

講演会・講習会事業費 53,694,992 54,032,810 －337,818
給料手当 15,267,219 15,306,000 －38,781

退職給付費用 790,136 876,000 －85,864

福利厚生費 2,722,090 4,020,000 －1,297,910 前年度見積り過大

講演大会開催費 24,318,337 23,924,600 393,737 会場費増，企業説明会を調査・研究事業から移管

講演大会懇親会費 2,300,000 1,540,000 760,000 懇親会費増

本多記念講演開催費 230,700 230,700 0

金属学会シンポジウム開催費 1,394,770 1,394,770 0

セミナー開催費 1,702,740 1,702,740 0

国際会議開催費 0 0 0

支部講演会・講習会開催費 4,969,000 5,038,000 －69,000
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科 目 当 年 度 前年度予算額 増 減 備 考

調査・研究事業費 33,353,927 23,057,094 10,296,833
給料手当 2,544,536 2,551,000 －6,464

退職給付費用 131,689 146,000 －14,311

福利厚生費 453,682 670,000 －216,318

関連団体連携事業費 26,500 51,500 －25,000

日本工学会費 429,483 285,984 143,499

材料戦略委員会費 82,500 202,500 －120,000

科研費委員会費 1,000 1,000 0

人材育成委員会費 140,000 150,120 －10,120

男女共同参画委員会費 190,000 190,000 0

調査研究委員会費 6,405,617 8,069,570 －1,663,953 企業説明会を講演会・講習会事業へ移管

研究会費 2,700,000 4,000,000 －1,300,000 若手研究グループ減

研究助成費 15,395,000 395,000 15,000,000 助成金交付開始

企画委員会費 1,546,625 1,327,250 219,375

セルフガバナンス委員会費 11,000 83,500 －72,500

国際学術交流委員会費 1,442,295 2,511,670 －1,069,375 派遣減

支部調査・研究事業費 1,854,000 2,422,000 －568,000 2018年度実績

表彰・奨励事業費 10,621,054 11,480,000 －858,946
給料手当 2,544,536 2,551,000 －6,464

退職給付費用 131,689 146,000 －14,311

福利厚生費 453,682 670,000 －216,318

名誉員費 232,000 232,000 0

各種賞検討委員会費 1,997,817 1,950,200 47,617

学会賞費 940,110 940,110 0

学術貢献賞費 1,000 14,500 －13,500

学術功労賞 0 14,500 －14,500

技術賞費 103,120 80,090 23,030

技術開発賞費 696,200 1,258,400 －562,200 授賞数減

金属組織写真賞費 234,200 234,200 0

研究技術功労賞費 527,500 527,500 0

功績賞費 224,500 181,800 42,700

功労賞費 0 13,050 －13,050

奨励賞・奨学賞等費 409,700 272,950 136,750

谷川・ハリス賞費 33,350 54,700 －21,350

増本量賞費 212,350 412,700 －200,350

まてりあ賞 4,700 4,700 0

村上賞費 1,389,750 1,389,750 0

論文賞費 203,100 203,100 0

フェロー費 68,750 43,750 25,000

支部表彰・奨励事業費 213,000 285,000 －72,000

管理費 18,807,715 18,049,400 758,315
給料手当 5,089,073 5,102,000 －12,927

退職給付費用 263,379 292,000 －28,621

福利厚生費 907,363 1,340,000 －432,637

会議費 868,200 830,000 38,200

旅費交通費 2,750,000 2,750,000 0

通信運搬費 1,311,276 880,000 431,276

減価償却費 189,249 300,000 －110,751

消耗什器備品費 45,000 45,000 0

消耗品費 457,547 430,000 27,547

修繕費 10,000 10,000 0

印刷製本費 528,942 240,000 288,942

光熱水料費 41,480 44,000 －2,520

賃借料 528,000 518,400 9,600

保険料 13,014 13,000 14

諸謝金 18,000 20,000 －2,000

租税公課 3,094,900 2,780,000 314,900

送金手数料 113,895 113,000 895

支払負担金 122,984 80,000 42,984

システム管理費 439,994 242,000 197,994

委託費 1,566,731 1,550,000 16,731

雑費 448,688 470,000 －21,312

経常費用計 199,920,199 192,764,380 7,155,819
評価損益等調整前経常増減額 －6,832,130 －4,996,556 －1,835,573
評価損益等 0 0 0
当期経常増減額 －6,832,130 －4,996,556 －1,835,573

ま て り あ
Materia Japan

第59巻 第 6 号(2020)





科 目 当 年 度 前年度予算額 増 減 備 考

2. 経常外増減の部

経常外収益

経常外収益計 0 0 0
経常外費用

固定資産除却損 0 0 0

経常外費用計 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 －6,832,130 －3,831,705 －3,000,424
一般正味財産期首残高 1,042,052,860 1,002,799,999 39,252,861
一般正味財産期末残高 1,035,220,730 998,968,294 36,252,437

．指定正味財産増減の部

特定資産受取利息 1,901,000 1,901,000 0

未経過償還差額金の償却額 30,380 30,380 0

刊行事業拡充賛助寄付金 50,000 100,000 －50,000

一般正味財産への振替額 1,901,000 1,901,000 0

当期指定正味財産増減額 81,380 130,380 －49,000
指定正味財産期首残高 446,943,546 446,332,786 610,760
指定正味財産期末残高 447,024,926 446,463,166 561,760

．正味財産期末残高 1,482,245,656 1,445,431,460 36,814,197

(注) 1. 小科目の対前年度予算額比30超かつ50万円超の増減の理由および補足説明を備考欄に記載した．

2. 人件費の配賦率は，刊行事業50，講演会・講習会事業30，調査・研究事業 5，表彰・奨励事業 5，法人会計10としている．

◇ ◇ ◇

 　　　　　　本 会 記 事
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年月

4
開催中止

日本海水学会70周年記念「日本海水学会第71年
会シンポジウム」(東京)

日本海水学会 TEL 0465472439
office＠swsj.org

8 ～ 9 2020年度溶接入門講座(東京) 溶接学会 TEL 0358254073 http://www.jweld.jp/
jwsinfo＠tg.rim.or.jp

定員
80名

9 第24回課題研究成果発表会(東京) 軽金属奨学会 TEL 0662713179
lmfoundation＠nifty.com

10～12 第25回計算工学講演会(北九州) 日本計算工学会 TEL 0338688957 office＠jsces.org
https://www.jsces.org/koenkai/25/

11～12 第13回核融合エネルギー連合講演会(八戸) プラズマ・核融合
学会，日本原子力
学会

TEL 0175716690
http://rengo13.roku.qst.go.jp

12 第81回技術セミナー 上下水道および工業用水
道環境における設備機器・配管の腐食と対策
(東京)

腐食防食学会 TEL 0338151161
naito1130033＠jcorr.or.jp
https://www.jcorr.or.jp/

12～14
開催中止

2020年度塑性加工春季講演会(名工大) 日本塑性加工学会 https://www.jstp.or.jp

18～19 第25回動力・エネルギー技術シンポジウム(北
大)

日本機械学会 TEL 0353603505
https://www.jsme.or.jp/

26
開催中止

第82回塑性加工技術フォーラム「塑性加工産業
における AI/IoT 技術」(東京)

日本塑性加工学会
他

http://www.jstp.or.jp 定員
150名

28～7.3
開催中止

炭素材料国際会議(CARBON2020)(京都) 炭素材料学会，日
本学術会議

TEL 0368249376
CARBON2020＠bunken.co.jp
http://www.tanso.org/carbon2020/

29～7.3 PTM2020(8th International Conference on Solid
Solid transformations in Inorganic Materials)(中
国西安)

中国金属学会 ptm2020＠csm.org.cn
http://www.ptm2020.com

年月

2 ～ 3
開催中止

第30回電子顕微鏡大学(東大) 日本顕微鏡学会 jsmdenken＠bunken.co.jp
http://microscopy.or.jp/univ/

定員
150名

7 ～ 9
開催中止

第57回アイソトープ・放射線研究発表会(東大) 日本アイソトープ
協会

TEL 0353958081 gakujutsu＠jrias.or.jp
http://www.jrias.or.jp/

10，
11.26～27

粉末冶金講座(名古屋大学，京都工芸繊維大) 粉体粉末冶金協会 TEL 0757213650 定員
各100名

13～15 2020年度溶接工学夏季大学(阪大) 溶接学会 TEL 0358254073
jwsinfo＠tg.rim.or.jp
http://www.jweld.jp/

定員
70名

13～15
開催中止

第241回塑性加工技術セミナー「はじめての塑性
力学 (準備編・基礎編・応用編)」(東京)

日本塑性加工学会 http://www.jstp.or.jp 定員
45名

16～17 第54回 X 線材料強度に関するシンポジウム(東北
大)

日本材料学会 TEL 0787953212
nishida＠kobekosen.ac.jp
http://www.jsms.jp/

講演
3.27

28 腐食防食部門委員会第335回例会(大阪) 日本材料学会 TEL 0757615321 jimu＠jsms.jp
https://www.jsms.jp/

年月

21 2020年茨城講演会(茨城大) 日本機械学会関東
支部

TEL 0294385046
ibakouen＠ml.ibaraki.ac.jp

26～28 日本実験力学会2020年度年次講演会(都城) 日本実験力学会 TEL 0253689310
annual20＠jsem.jp
http://www.jsem.jp/event/Annual20/
index.html

年月

2 ～ 4 日本セラミックス協会第33回秋季シンポジウム
(北大)

日本セラミックス
協会

TEL 0336625232 fall33＠cersj.org
http://www.ceramic.or.jp/igsyuki/33/

9 ～11 2020年度工学教育研究講演会(北大) 日本工学教育協会
北海道工学教育協
会

TEL 0354421021
kawakami＠jsee.or.jp
https://www.jsee.or.jp/

14～16 第26回結晶工学スクール(2020年)(東大) 応用物理学会 TEL 0338287723 igarashi＠jsap.or.jp
https://annex.jsap.or.jp/kessho

8.31

16～19
開催中止

The 15th International Symposium on Advanced
Science and Technology in Experimental
Mechanics (Slovenia)

日本実験力学会 TEL 0253689310
officejsem＠clg.niigatau.ac.jp
https://www.jsem.si/15thISEM2020
Ljubljana/

 日本金属学会第回「高校生・高専学生ポスター
発表」(富山大)(本号頁)

日本金属学会 TEL 0222233685
https://www.jim.or.jp/convention/
2020autumn

～ 日本金属学会秋期講演大会(富山大学五福キャン
パス)(富山)(本号頁)

日本金属学会 TEL 0222233685 FAX 0222236312
annualm＠jim.or.jp

講演 7.3
参加予約 8.31

年月

14～16 VACUUM2020真空展(東京) 日本真空工業会他 TEL 0334591228
autumnfair＠media.nikkan.co.jp
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山 中 謙 太 山 本 剛 久 横 山 賢 一 吉 矢 真 人 吉 年 規 治 李 　 海 文

ま て り あ 第巻 第号（） 発行日 2020年 6 月 1 日 定価(本体,円＋税)送料円

発行所 公益社団法人日本金属学会
〒9808544 仙台市青葉区一番町一丁目1432

TEL 0222233685 FAX 0222236312

発 行 人 山村英明

印 刷 所 小宮山印刷工業株式会社

発 売 所 丸善雄松堂株式会社

〒1600002 東京都新宿区四谷坂町 1010

〈訂 正〉

まてりあ 59巻(2020) 第 5 号 270頁

談話室 転位はナルシストそれともラガーマン 坂 公恭

著者所属に誤りがありましたので，下記の通り訂正いたします．

(正) 愛知工業大学 総合技術研究所客員教授 名古屋大学名誉教授

(誤) 名古屋大学エコトピア科学研究所特任教授 名古屋大学名誉教授
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開催日 名称・開催地・掲載号 主催 問合先 締切

19～22 The 8th conference of Crystal Growth and Crystal
Technology (CGCT8)第 8 回アジア結晶成長・結
晶技術国際会議(宮崎)

アジア結晶成長お
よび結晶技術学会
他

TEL 0668798730
yamanoik＠ile.osakau.ac.jp
https://www.opt.miyazakiuac.jp/hikari/

27～30 第 1 回地球環境のための炭素の究極利用技術に
関するシンポジウム(奈良)

日本鉄鋼協会 TEL 0752232311
http://web.apollon.nta.co.jp/CUUTE1/
cuute1＠nta.co.jp

年月

14～15 第71回塑性加工連合講演会(鳥取大) 日本塑性加工学会 http://www.jstp.jp/

15～19 The 9th International Symposium on Surface
Science (ISSS9)(高松)

日本表面真空学会 isss9＠jvssjp
https://www.jvss.jp/isss9/

参加
9.22

25～27 第41回 超音波エレクトロニクスの基礎と応用
に関するシンポジウム(阪大)

超音波エレクトロ
ニクス協会

TEL 0424435166 h.nomura＠uec.ac.jp
https://www.usejp.org/

講演
8.21

年月

7 ～11 Materials Research Meeting 2020 (MRM2020)
(横浜)

日本 MRS TEL 0362649071
info_mrm2019＠jmru.org
https://mrm2020.jmru.org

8 ～11 COMPSAFE2020(第 3 回安心・安全・環境に関
する計算理工学国際会議)(神戸)

COMPSAFE2020
実行委員会

secretary＠compsafe2020.org
http://www.compsafe2020.org

年月

2 ～ 3 Mate2021第27回『エレクトロニクスにおけるマ
イクロ接合・実装技術」シンポジウム(横浜)

スマートプロセス
学会他

TEL 0668785628 mate＠spsmste.jp
http://spsmste.jp/

年月

5 ～ 8 The 7th International Conference on the
Characterization and Control of Interfaces for
High Quality Advanced Materials (ICCCI2022)
(富士吉田)

粉体工学会 http://ceramics.ynu.ac.jp/iccci2022/index.
html
iccci2022＠ynu.ac.jp
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日本金属学会誌投稿の手引き

日本金属学会誌への投稿は，次の要件を満たさなければならない．
(1) 和文であり，未掲載および他のジャーナルに投稿中でないことかつオリジナリティがあること(日本金属学会誌審査及

び査読規程に定める範囲において，重複を認める場合がある)．
(2) 金属とその関連材料の学術および科学技術の発展に寄与するものであること．
(3) 投稿規程に合致するものであること．
(4) 軍事研究であると判断される内容を含んでいないこと．
(5) 別に定める執筆要領に準拠して作成された原稿であること．
(6) 論文の著作権を本会に帰属することに同意すること．
(7) 研究不正行為および研究不適切行為をしないことならびに研究不正行為をした場合は本会の定めるところにより処分

を，研究不適切行為をした場合は本会の定めるところにより措置を受けることに同意すること．
(8) 投稿原稿を作成する基となった生データ，実験・観察・研究ノート，実験試料・試薬等の研究成果の事後の検証を可能

とするものを論文掲載後 5 年間保存することに同意すること．

. 日本金属学会誌に投稿可能な論文

 学術論文(頁以内)

金属及びその関連材料の理論，実験並びに技術などに

関する学術上の成果を報告し，考察した原著論文で，科

学・技術的に質の高い，新規な興味ある内容(結果，理

論，手法等)が十分含まれている論文．

Materials Transactions の Regular Article または Ex-

press Rapid Publication に Web 掲載後 2 年以内であれ

ば，著者および内容が基本的に同一の場合に限り，和訳

した論文を投稿できる．その事を脚注に明記する．ただ

し査読の結果，返却もあり得る．なお，著者が迅速掲載

を希望し，追加費用を負担する場合は，査読期間短縮を

含め迅速掲載のための処理を行う．

 レビュー(頁以内)

各専門分野の研究開発の背景や最近の状況および今後

の展望等について，重要な文献を引用して，各専門分野

の専門家のみならず他分野の専門家や学生等も対象に，

その概要を公正にかつわかりやすく解説する論文．

Materials Transactions に Web 掲載後 2 年以内であれ

ば投稿ができる．その事を脚注に明記する．また，

Materials Transactions 掲載論文と異なる部分がある場

合は，その事を脚注に明記する．

 オーバービュー(頁以内)

単なる一般的な review ではなく，執筆者独自の考え

に立って review し，取り上げた問題点の中において自

説の位置付けを明確にした論文．ただし，事前に「タイ

トル」「氏名」「要旨」を編集委員会に提出し，了承を得

た後，投稿する方式とする．Materials Transactions に

Web 掲載後 2 年以内であれば投稿ができる．その事を

脚注に明記する．また，Materials Transactions 掲載論

文と異なる部分がある場合は，その事を脚注に明記する．

 技術論文(頁以内)

金属及びその関連材料の実験技術，製造技術，設備技

術，利用技術など，技術上の成果，基準，標準化，デー

タベースなど，及び関連する事柄の調査，試験結果を報

告した原著論文．

Materials Transactions に Web 掲載後 2 年以内であれ

ば，著者および内容が基本的に同一の場合に限り，和訳

した論文を投稿できる．その事を脚注に明記する．ただ

し査読の結果，返却もあり得る．

 最近の研究動向(頁以内)

特集企画に掲載した内容について，特集掲載論文を引

用した上で，Graphical Abstract を掲載して内容を紹介

する等，その概要をわかりやすく解説する論文．

 速報論文(頁以内)

速報を要する短い論文．すなわち，新規性のある研究

成果，技術開発に関する新知見，新アイディア，提案

等．最短 2 週間で審査を完了する．

 オピニオン(頁以内)

日本金属学会誌に掲載された論文に対する意見，討論

またはそれに対する著者からの回答とする．科学・技術

的な発展に貢献できる内容であること．

 その他理事会で決議した分類

. 投稿の方法

日本金属学会誌への投稿は https://data.jim.or.jp/cgi

bin/jim/jentrytest1.cgi にて原稿を提出する．

英文掲載済み論文の和訳論文の場合には，英文掲載済み

論文 PDF も送付する．

. 原稿

執筆要領に従って原稿を作成し，指定のファイル形式に

変換したものを提出する．

3.1 記載内容

◯題目・著者名・研究機関，◯英文概要・Keywords，◯

本文，◯謝辞，◯文献，◯ Appendix，◯表・図説明一覧，

◯その後に各別紙の表・図を添付する．

3.2 単位

SI 単位を使用する．

3.3 引用文献・脚注

通し番号で 1,2)，あるいは 36) のように表し，本文の末尾

に一括記載する．著者名，誌名はすべて英語表記する(特

に決まっていないものはローマ字表記する)．

. 審査

投稿された論文は会誌編集委員会の独自の審査を経て会

誌に掲載される．編集委員会から原稿の修正を求められ，

あるいは返却されることがある．

. 校正

初校は著者の責任で行う．著者校正は原則として 1 回

とし，誤植の修正に限る．

. 投稿者負担金

6.1 投稿・掲載費用は，無料とする．(別刷の寄贈はありま

せん．）

6.2 カラー図掲載を希望する場合は実費を負担する．

(1 図表当り1,000円)

※オンラインジャーナルのみ(冊子・別刷はすべてモノク

ロ表示)．

6.3 学術論文の迅速掲載費用1 万円

6.4 別刷購入希望の場合は，別途費用を負担する．

公益社団法人日本金属学会 会誌編集委員会
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